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はじめに 

本調査は、インドネシアにおけるパームオイル製造工場から排出される廃液

（POME：Palm Oil Mill Effluent）の乾燥燃料化の実現可能性調査を行うものである。 

インドネシアでは、一般的な規模である日量 1,200t の油椰子果実（FFB：Fresh Fruit 

Bunch）を処理するパームオイル（CPO：Crude Palm Oil）製造工場においては、約

800t/日の POME が発生し、有効利用されずにラグーンに放流され嫌気性処理されてい

る。この廃液が現状ではラグーンに滞留放置され、発酵ガスによる悪臭や害虫・害獣被

害、水質汚濁等を引き起こしている。また、発生するメタンガスは大気へ放出されてい

る状況である。メタンの地球温暖化係数は二酸化炭素に比べて 21 倍と非常に大きく、

地球温暖化に悪影響を及ぼしている。このため現地では、POME の処理が課題となっ

ている。 

一方で、乾燥させた POME を分析すると、低品位の石炭と同程度の熱量を有するこ

とが確認されている。インドネシアでは燃料としては価値の低い POME であるが、日

本においては 2012 年 7 月から再生可能エネルギー固定価格買取制度（Feed-in-Tariff：

FIT）が本格施行され、バイオガス・バイオマス発電の燃料として有機性廃棄物由来の

燃料は価値が高まっている。 

このような状況を踏まえ、本調査では、パームオイル製造工場の廃液である POME

を脱水・乾燥して燃料化させ、再生可能エネルギーの利用を推進している我が国のバイ

オマス発電への燃料供給を行なう事業の実現可能性調査を行う。本事業が実現化すれば、

従来の廃棄物の有効利用をはじめ、現地における汚水の水質改善、衛生環境の改善、さ

らに温室効果ガス（GHG）発生の削減に貢献することができると考えている。 
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1． 海外展開計画案の策定 

本事業は、日本の廃液の脱水・乾燥技術を用いて、ラグーンに排出される前の POME

を脱水・乾燥させて、乾燥 POME 燃料を製造するものである。乾燥 POME 燃料は、

現地で余剰となっているパームやし殻（PKS：Palm Kernel Shell）と混合させて「バ

イオフューエル」1として日本に輸出し、日本のバイオマス発電の燃料として用いる。 

 事業のコンセプトは、図 1-1 の通りである。インドネシアにおいて、CPO 工場から

排出される POME を工場内に設けた乾燥 POME 製造施設において脱水、乾燥させ、

乾燥 POME 燃料を製造する。乾燥 POME と PKS を混合させたバイオフューエルを日

本のバイオマス発電施設で利用する。これにより、インドネシアではラグーンから排出

される GHG の削減及び排水の水質浄化という環境改善効果がある。また、日本におい

ては、バイオマス発電事業の活性化による再生可能エネルギーの普及及び温室効果ガス

削減につなげることができる。 

 

乾燥
POME+α
（バイオフ
ューエル

パームオイル製造工場から排
出されるPOMEを、脱水、乾燥
させ、乾燥POMEを製造

バイオマス発電施設

＜インドネシア＞ ＜日本＞

輸出

◆再生可能エネルギーの
普及

◆温室効果ガスの削減

◆新たなバイオマス燃料の供
給

◆温室効果ガスの削減

◆ 排水の水質改善

バイオフュ
ーエル

技術供与、共同
出資

 

図 1-1 展開イメージ 

 

想定している事業スキーム案は図 1-2 の通りである。 

 POME を排出しているパームオイル製造会社と、日本企業で共同出資を行い、現地

にバイオフューエル製造会社を設立する。製造されたバイオフューエルは、日本に海上

                                                

1本報告書において、「バイオフューエル」は、乾燥 POME と PKS を混合した燃料と定

義する。 
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輸送を行い、日本のバイオマス発電所にて、発電燃料として利用する。バイオマス発電

所で売電された電力は、固定価格買取制度（FIT）を利用して売電する。 

 現地 CPO 工場は、POME をバイオフューエル製造会社に提供することで、水質浄化

とメタン排出抑制を行うことができる。また、出資による配当を得ることができる。日

本企業にとっては、バイオマス発電所に安定した燃料供給を行なうことができるように

なる。 

 

バイオフューエル

生産事業主体

バイオマス発電所

パーム油

製造会社

C社

電力会社

D社

インドネシア

日本

原材料の提供、
出資

地代、電気・
熱代、配当

売電

収入

バイオフューエル
販売

燃料購入代

A社

B社

出資

配当

出資

配当

 

図 1-2 事業スキーム 

  

乾燥 POME 燃料の製造フローは図 1-3 の通りである。POME に木粉と高分子凝集

剤を投入し、凝集脱水する。更に、ほぼ同量の PKS を混合（PKS 購入）し乾燥させ、

バイオフューエルとして生産し、それを輸出する。原料の混合割合は、乾燥 POME(42%)、

PKS(50%)+木粉 (8%)を想定する。 

FFB 処理量が 1,200 t/day の工場を想定し、バイオフューエルとして約 20,000t/年の

生産を想定している。そのうち、乾燥 POME の量は約 10,000t 年である。 
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Wet PKS

POME

木粉

ポリマー
（紛体）

デカンタ 乾燥機 バイオ
フューエル

脱水ケーキ

ラグーン

混合 水

脱水機混合

混合脱水ケーキ

脱離液

< 脱水システム >

40 t/d MC30% TS 28t/d

800 t/d

MC95%

5 t/d

MC10%

20 t/d x 0.012 = 0.24 t/d

705 t/d

MC96.6%

240 t/d

920.9 t/d

MC98.3%

24.3 t/d (TS =4.0+4.5=8.5 t/d)

MC65%

164.3 t/d

MC65.6%

62.8 t/d

MC10%

700 t/d

MC97.1%

100 t/d

MC80%
62.8t/d 

x 330 d/y 
=20,724 t/y

脱離液

ボイラ排ガス

 

図 1-3 製造フロー 
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2． 対象地域における現状調査 

2．1 一般情報の収集 

2.1.1 インドネシアの概況 

インドネシアは 17,000 の島々からなり、330 以上の民族が住む多民族国家である。

インドネシアは世界最大のパームオイル生産国であり、2013 年の生産量は 3100 万ト

ン/年である。この内 70％は海外輸出、残りは国内消費である。パームオイルはインド

ネシアの重要な輸出製品であり、今後も生産手法の改善による生産効率の向上を図るな

ど、生産量を増加させる計画である（パームオイル協会（GAPKI）ヒアリングより）。 

 

表 2-1 インドネシアの一般情報 

  内容 備考 

国・地域名 インドネシア共和国 Republic of Indonesia - 

面積 1,910,931 平方キロメートル 2013 年、日本の 5.1 倍 

人口 2 億 4,882 万人 
2013 年、出所：中央統計

局 

首都 ジャカルタ 人口 997 万人 
2013 年、出所：中央統計

局 

言語 インドネシア語 - 

宗教 

イスラム教 88.1％，キリスト教 9.3％（プロテスタ

ント 6.1％，カトリック 3.2％），ヒンズー教 1.8％，

仏教 0.6％，儒教 0.1％，その他 0.1％ 

2010 年，宗教省統計 

（出典：JETRO HP http://www.jetro.go.jp/world/asia/idn/basic_01/、外務省 HP 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/data.html#section1） 
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表 2-2 インドネシアの基礎的経済指標（2013 年） 

  内容 備考 

実質 GDP 成長率（％） 5.8 基準年＝2000 年 

名目 GDP 総額 - IDR（単

位：100 万） 
9,083,972,200 - 

名目 GDP 総額 - ドル（単

位：100 万） 
868,349 - 

一人あたりの GDP（名目） 

- ドル 
3,510 - 

総貿易額/輸出（億 USD） 1,826 
2013 年、インドネシア政府統

計 

総貿易額/輸入（億 USD） 1,866 
2013 年、インドネシア政府統

計 

貿易品目/輸出 
石油・ガス（19.5％）、鉱物性燃料

（13.9％）、動物・植物油（11.2％） 

2012 年、インドネシア政府統

計 

貿易品目/輸入 
石油・ガス（22.2％）、一般機械機器

（14.8％）、機械・電機部品（9.9％） 

2012 年、インドネシア政府統

計 

（ 出 典 ： JETRO HP http://www.jetro.go.jp/world/asia/idn/basic_01/ 、 外 務 省  HP 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/data.html#section1） 
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2.1.2 インドネシアのエネルギー事情 

インドネシアのエネルギー鉱物資源省は、今後数年の内に電力不足に陥る危険がある

ことから、再生可能エネルギーの目標を定めており、2025 年までにエネルギーの 17％

を再生可能エネルギー由来とする目標を掲げている。 

 

 

図 2-1   インドネシアの一次エネルギー供給（2025 年のエネルギーミックス目標） 

（出典：「OUTLOOK OF INDONESIAN DOMESTIC COAL SUPPLY AND DEMAND 

TOWARD 2025」2007 年） 

 

表 2-3 インドネシアにおける再生可能エネルギー源別の導入目標 

 バイオマス 地熱 小水力 太陽光・熱 風力 

導入目標 バイオマス発

電 0.74%、バ

イオ燃料

5%(2025 年 1

次エネルギー

供給目標) 

5%(2025 年 1

次エネルギー

供給目標) 

水力全体で

2.6%(2025 年

1 次エネルギ

ー供給目標) 

- 0.03%(2025

年 1 次エネル

ギー供給目

標) 

（出典：The 3rd ASEAN Energy Outlook – ASEAN Center for Energy 他 2011.2） 

 

再生可能エネルギー発電の実現に向けて、インドネシアのエネルギー鉱物資源省は、

2012 年に「Regulation No.4/2012」を導入、FIT の規定を定めた。この規定に基づき、

国営電力会社 PLN による FIT 価格が定められている。 

国内のバイオマス発電の潜在出力は、昨年時点で 3,265 万 kW に上ると試算されて
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いるが、既存の発電容量は 172 万 kW にすぎないことから、2014 年には、同省令『2014 

年第 27 号』（『12 年第４号』の改正令）において、バイオマス発電及びバイオガス発

電の価格が引き上げられた。中圧送電網に接続する場合で、バイオマス発電所の買取価

格の基本料金は、中圧送電網に接続する場合で 1kWh1,150IDR（約 10 円）、低圧電力

網で 1,500 IDR と規定されている。バイオガス発電所の買電価格は、それぞれ 1,050 

IDR と 1,400 IDR に設定されている。 

また、発電所の建設地に応じて、基本料金に最大 6 割を上乗せするインセンティブを

付与することも盛り込まれた。従来の買い取り価格が 925 IDR～1,325 IDR で、イン

センティブの比率は最大 3 割だったが、買取価格とインセンティブを引き上げることで、

これまでディーゼル燃料の発電に依存していた僻地や、林業、農業、パーム農園などバ

イオマス資源が豊富な地域での発電インフラへの投資を促す構えである。 

エネルギー鉱物資源省にヒアリングを行ったところ、インドネシアにてバイオマス発

電を行っている事業者は 3 つあり、①30MW(売電 20MW+10MW)、②7MW （FIT 売

電）、③6MW（自家消費のみ）とのことで、燃料は、もみ殻、木質チップを使用してい

るとのことであった。 

パームオイル工場のうち、POME からのバイオガス発電を行っている工場数は、リ

アウ（1MW）、バンカブリトン(1.2MW)、カリマンタン(将来設定 8MW 2MW×4 基)、

メダン(1MW)、ランプン（計画中）の 5 工場である。このうち、売電しているのは、

バンカブリトン 1 工場（ドイツ社による）のみであり、他は自家消費にとどまるとのこ

とであった。 
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2.1.3 インドネシアの自然条件 

インドネシアは、赤道直下に位置するため熱帯性気候に属しており、乾季と雨季に分

かれる。インドネシアの雨季は 11 月～3 月に該当し、おおむね午後になると雨が降り、

湿度の高い日が続く。乾季は 4 月～10 月で、気温 21～33 度、湿度 60～90%と蒸し暑

いが、雨は殆ど降らない。 

 

 

図 2-2 インドネシアの気象状況 

（出典：ジャカルタと東京都の平均気温、降水量：気象庁 HP より（2012年）） 

 

本調査の協力機関である国立研究機関 LIPI が取りまとめたインドネシア各地の平均

気温、湿度、風速等のデータを「参考資料 2 インドネシア各地における平均気温、湿

度、風速等の気象状況」に示す。一方で、日射量のデータについては、インドネシア国

政府による計測はなされていないとのことである。 
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2.1.4 インドネシアにおけるパームオイル産業 

 インドネシアは世界最大のパーム油生産国であり、全世界生産量の 40％以上を占め

る。パームオイルはインドネシアの重要な輸出作物であり、2013 年は、1,059 万 ha の

作付面積から 2,690 万トンのパーム油を生産し、この内 80%を輸出した。 

 一方で、インドネシアは原油輸入国でもあることから、石油の輸入を削減するため、

バイオ燃料を中心とした再生可能エネルギーの開発・生産に注力している。特に世界最

大のパーム油生産国の強みを活かして、パーム油からバイオディーゼルを製造する事業

を国の重要な産業として育成している。 

インドネシア政府は、2006 年に国家バイオ燃料計画(National Plan on Biofuel)を発

表し、2025 年までにバイオディーゼルは軽油に 20%混合し生産量を 1,022 万 kL に、

バイオエタノールはプレミアムガソリンに 15％混合し 628 万 kL 生産する計画を立て、

2010 年 4 月にバイオ燃料（軽油に 2.5%のバイオディーゼルを混合）に対し、1L あた

り 2,000IDR（20 円）の補助金を定めるなど、積極的な支援を行っている。 

このように、パームオイルは、従来の食料品等の資源としてだけでなく燃料資源とし

ても、インドネシアの重要な産業となっている。 

 

 

図 2-3 インドネシアにおけるパームオイル生産量の推移 

（備考：LIPI 作成資料） 
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図 2-4 インドネシアにおけるパームオイルの農地面積の推移 

（備考：LIPI 作成資料） 

 

表 2-4 インドネシアにおける生産者別のパームオイル農地面積の推移 

 

（備考：LIPI 作成資料）
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表 2-5 インドネシアにおける生産者別のパームオイル生産量の推移 

 

（備考：LIPI 作成資料） 

 



13 

 

 

表 2-6 インドネシアの生産者別、州別のパームオイル生産量と農地面積（2013 年） 

 

（備考：LIPI 作成資料） 
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2.1.5 パームオイルと副産物 

 アブラヤシの果実から得られる植物油がパーム油（Palm Oil）である。この他にアブ

ラヤシの種子から採った油は、パーム核油（Palm Kernel Oil）と呼ばれる。これらの

油を採った後に、多くの廃棄物が発生する。パーム油残渣は空果房（Empty Fruit 

Bunch:EFB）、パーム核油残渣はパーム核粕（Palm Kernel Cake: PKC）であり、その

他にパームオイル工場廃液（Palm Oil Mill Effluent：POME）も廃棄物として排出さ

れる。特に POME は FFB を 100 とすると 58 を占めており、この適正処理や有効活用

が課題となっている。 

 

FFB

（油ヤシの果実）

EFB

（空房）

CPO

（原油）

PKS

（殻）

POME

（廃液）

MF

（繊維）

6.414.421

蒸気・温水

100

58.3

PK

（核油等）

5.024

29.1

 

図 2-5 パームオイルと副産物 

（備考：数値は FFB を 100 とした場合の割合） 
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2．2 対象とするパームオイル工場のエネルギー事情、自然条件、インフラ整備

状況等の把握 

2.2.1 対象とするパーム農園の状況 

(1) PT.PN5 のパーム農園生産状況 

本調査では、PT.PN5 の工場を対象として、技術導入可能性についての検証を行った。 

PT.PN5 はインドネシアスマトラ島のリアウ州にあり、12 の CPO 工場を所有する。

年間に消費する FFB 重量の合計は、約 270 万 t (2013 年)で、供給源の内訳は、自社農

園 31.2%、契約農園（プラズマ）26.7%、第三者の農園 42.1%となる。自社とプラズマ

からの供給は、ここ数年減少傾向にあるが、第三者の農園からは、年々増加している。 

FFBから2種類のオイル、CPO (Crude Palm Oil：パーム原油) とPKO (Palm Kernel 

Oil：パーム核油)が生産される。PT.PN5 の PKO 搾油工場は、Tandun 工場と Wilmer

工場の 2 ヶ所である。 

 

(2) PT.PN5 における POME のエネルギー利用状況 

PT.PN5 には、12 の CPO 工場があるが、その中の一つ、Tandun(TAN)工場では、

POME をメタンガス発電に利用し、電力は隣接する自社の PKO 工場で利用している。

TAN工場は、現在PT.PN全体で唯一のメタンガス発電システムを有する工場であるが、

今後、周辺に電力の需要がある工場では、同システムの導入が検討される予定で、既に

2 つの CPO 工場で計画されている。事業形態は、BOT（Build, Operate & Transfer）

で、一定の期間後、この設備が PT.PN5 に移管され、保有されることになる。 

今回の調査対象工場として、PT.PN5 の企画開発部門 取締役より、12 の CPO 工場

の内、周辺に電力の需要や公共電力のグリッドがない Tanah Putih (TP)と Tanjung 

Medan (TM) の 2 工場が、我々の提案する乾燥 POME 生産システムを検討できる工場

として薦められた。本提案の方が TAN 工場のメタンガス発電よりも経済的に有利と判

断できれば、他の工場でも採用の可能性がある。図 2-6 に TAN 工場のメタンガス発電

システムとその概要を示す。 
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図 2-6 PTPN5 Tandun CPO 工場 メタンガス発電システムとその概要 

 

(3) 本調査対象工場の選定 

調査の対象として推薦された TP 工場と TM 工場の FFB の年間処理状況を 

図 2-7 に示す。各工場の FFB 処理能力は、TP 工場が 60t/時、TM 工場が 30t/時で

あるが、 

図 2-7 ではその差が顕著ではない。これは、TP 工場の場合周辺の農園の 80～90%

がプラズマ（契約農園）所有のもので、FFB の収穫量の少ない時期の雨季には周辺の

同業者との競合があり、一定量の確保が難しいためと言われている。 
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図 2-7  TP と TM における月別 FFB 処理量 

（出典：PTPN5 より提供） 

 

 

Tanah Putih      - Dumai Port  : 161 km

Tanjung Medan - Dumai Port  : 204 km

6 km

46 km13 km

20 km 28 km

7 km

39 km

11 km
69 km

Dumai Port
Tanah Putih

Tajung Medan

 

図 2-8  TP と TM 所在地及び Dumai との距離 

（出典：PTPN5 より提供） 

 

TP 工場 と TM 工場の 所在地及び、CPO 積出港 Dumai との位置関係を図 2-8 に示

した。TP 工場と TM 工場から Dumai までの距離は、それぞれ、161km、204km で、

TM 工場から Dumai へ向かう途中に TP 工場がある。TP 工場と TM 工場の間の距離は

60km 弱で、大型車両の対向は可能だが、パーム農園に囲まれた赤土+砂利道の未舗装

道路であり、自家用車で約 2 時間を要した。 
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TP 工場から Dumai までは、大型トラックが対面通行できる舗装道路が整備されて

いる。今回訪問した際、一部道路の補修工事が行われている部分が片側通行になり、昼

間は 1 時間ほど停車を強いられたが、工事は着実に行われており、今後時間短縮が期待

できる。 

 

TP 工場の FFB 処理能力は TM 工場の 2 倍あり、蒸気生産量 20t/hr のボイラを、TP

工場：3 基、TM 工場：2 基、タービン発電機を TP 工場：700kW x 3 台、TM 工場：

800kW x 2 台、所有している。何れの工場においても、内 1 セット（ボイラ+タービン

発電機）は連続運転のために予備として待機させている。 

TP 工場への FFB 供給量が不安定という問題はあるが、TP 工場の FFB 処理能力は、

想定していた能力(60 t/hr)であり、また、TM 工場と比較すると積出港へのアクセス条

件の良いので、TP 工場を本調査事業の対象工場と想定した。 

 

 

 

図 2-9 Tanah Putih 工場事務所 

 

図 2-10 Tanjung Medan 工場での説明会 

 

図 2-11 Tanah Putih での POME 採取 

 

図 2-12 Tanjung Medan 嫌気性ラグーン 
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2.2.2 Tanah Putih(TP) 工場の概況 

(1) 副産物発生状況 

表 2-7  TP 工場から発生する副産物 (2013 年) 

副産物等の種類 発生量(t) 対 FFB (%) 

E   F   B 40,428 20.0% 

M   F 22,561 11.2% 

P   K   S 14,148 7.0% 

燃 焼 灰 160 0.1% 

合   計 77,297 38.3 

 

 

(2) 浄化処理後の POME 分析値 

表 2-8  PT.PN5 による POME 処理後の分析値(2013 年) 

POME 分析項目 
分析値 (mg/l) 

最小値 最大値 平均値 基準 

BOD 212.2 843.9 477.1 5,000 

COD 684.0 2,589.3 1,478.8 - 

TSS 440.0 1,390.0 871.7 - 

Oil & Grease 4.0 132.0 26.3 - 

Pb 0.1 0.3 0.1 - 

Cu 0.0 0.5 0.1 - 

Cd 0.0 0.0 0.0 - 

Zn 0.0 0.6 0.2 - 

NH3 67.2 196.0 146.9 - 

pH 7.2 8.4 7.8 6.0~9.0 

註）PT.PN5 では、排水の BOD を 5,000ppm 以下に管理し肥料として農園に散布する。 

BOD:生物化学的酸素要求量、COD:化学的酸素要求量 
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(3) POME 発生量 

表 2-9 TP 工場から発生する POME（2013 年） 

POME の発生源 発 生 量(m3) 割 合(%) 

POME①   :浄化処理 82,774 70.3% 

POME②   :蒸煮処理 23,277 19.8% 

POME③:PK 分離処理 3,881 3.3% 

工場洗浄水 7,759 6.6% 

合 計 117,691 100.0% 

※ 表中の POME①～③の発生工程は、図 2-13 を参照。 

・マルチ材

繊維
(燃料)

（燃料）

(飼料）

蒸　煮

果　実

圧　搾分　離

破　砕 濾過精製

圧　搾

分　離
①

②

③

④

(飼料）

圧　搾

通常別工場
にて加工

 

図 2-13 パームオイル工場廃液発生フロー図 
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＜参考＞ 

20120920

年 Jan. Feb. Mar. Apr. May Jun. Jul. Aug. Sep. Oct Nov. Dec. ttl

2009 350 259 353 200 221 43 122 255 100 67 286 339 2595

2010 253 163 212 278 241 219 99 134 144 267 231 277 2518

2011 233 154 375 124 240 173 78 124 228 280 247 279 2535

（ｍｍ）

PTPN5 Tanun地域 年間降雨量
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図 2-14  Tanun 地域の年間降雨量（2009 年～2011 年） 

（出典：PTPN5 より提供） 
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2.2.3 輸送・建設条件 
パームオイル製造工場の敷地内に脱水設備と乾燥設備を設置して本事業を行うため、

設備に関わる資機材の搬入路が必要である。本調査で対象としている工場はいずれも大

規模なもので、パームオイル製造工場自体が建設され、現在も 10 トン以上のトラック

でパームが搬入、搬出されていることから、設備に関わる資機材の搬入には問題がない

と考えられる。図 2-15 に TP 工場の入り口の様子を示す。資機材の搬入に十分なスペ

ースがあることが確認できる。 

 

 

図 2-15 TP 工場の入り口の様子 
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2．3 関連政策、関係機関、ファイナンススキームに係る情報収集 
2.3.1 関連機関の事業概要整理 
図 2-16 に当事業の実施スキームを示す。事業を実施する際の主体である住友林業お

よびインドネシアのパームオイル工場は、当事業のために特定目的会社（Specific 

Purpose Company。以下、SPC）を現地に設立し、SPC に対して一定の割合に基づき、

出資をする。同時に、複数の銀行により主にプロジェクトファイナンス形式により融資

を受ける。これらの出資金と融資金を合わせて、SPC を通じて脱水、乾燥設備に投資

を行う。建設工事や O&M は現地企業が中心となって行う。 

SPC はパーム工場から POME 等の当事業用の原料を引きとり、乾燥させた状態でバ

イオフューエルとして輸送会社に売却する。この売却額が当事業の収益源および銀行へ

の返済原資となる。 

なお、事業の実施にあたっては地元の団体や住民との協議が必要であるが、現在も大

規模なパームオイル製造施設が稼動していることからも新たに大きな問題が発生する

見込みは少ないと考える。 

 

 

図 2-16 当事業の実施スキーム 
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2.3.2 ファイナンススキーム 

実際の事業を行うにあたってプロジェクトファイナンスによる借り入れを活用する

ことを想定して、JBIC にヒアリングをした結果を以下に示す。当事業を対象とした 2

ステップローンのプログラムが存在するが、大企業は現時点で対象ではないことがわか

った。今後、当プログラムの動向を注視しつつ、事業実施の際には、インドネシア現地

の銀行からの直接借り入れの可能性も検証する。 

 

 インドネシアは国としては積極的に融資を行う対象であるがバイオマス関連の融

資実績は結果的にはない 

 投資金融制度によるプロジェクトファイナンスが最適である 

 現地通貨での融資が可能。出資、借入比率は、2 対 8 もしくは 3 対 7 程度。借入の

うち、JBIC による融資は 6 割が上限で、残り 4 割は日本国内に籍を置く民間銀行

の融資が必要である 

 DSCR、IRR 等の融資に当たっての経済条件に制限はない。プロジェクト毎に判断

する。今回の総投資額の 5 億円程度も、融資規模として問題ない 

 インドネシアでは、りそなプルタミア銀行と投資金融における 2 ステップローンの

契約を交わしているが、中小企業限定であるため、大企業は対象でない 

 

 

2.3.3 輸出規制・関税等調査 

(1) HS コードについて 

東京税関に乾燥 POME の成分等の情報を基に HS コードの特定を依頼したところ、

現時点では、2306.50-000もしくは2306.60-000である可能性が高いとの回答であった。

下図に対応する HS コードと品目の結果を示す。乾燥 POME はやし油かすまたはパー

ム油かす、パーム核油かすと同じ HS コードであることがわかる。事業化の際には、サ

ンプル、製造工程等に関わる詳細資料を東京税関へ共有し、事業の実用化の際の HS コ

ードを確定させるための手続きを把握する。 

 



25 

 

 

図 2-17 HS コードの分類表 

（出典：財務省貿易統計）



26 

 

 

(2) バーゼル条項の対象について 

乾燥 POME のバーゼル条項における規制対象の有無について、わが国の環境省への

ヒアリングの結果、規制対象外であることを確認した。以下の図に、規制対象の有無を

示す判定プロセスを示す。

 

図 2-18 バーゼル条項の対象 

（出典：環境省「廃棄物等の輸出入管理の概要」） 

 

2.3.4 投資に伴う規制、優遇策 
インドネシアでは、再生可能エネルギー発電事業において税制優遇策が取られてい

る他、産業支援も合わせて支援策がとられており、海外からの電源開発参入を促進して

いる。一方で、規模に応じて地場企業とのパートナーシップを必要とするなどの外資規

制も取られている。投資庁（BKPM）にヒアリングしたところ、2014 年に新設された

外資規制により、パームオイル関係の事業において、外資企業は 95％までの所有権を

持つことが可能だが、林業省（現 環境林業省）および農業省（Ministry of Agriculture）

のテクニカルライセンスが必要とされるとのことである。乾燥 POME 燃料製造もパー

ムオイル関係に該当し、同様の要件となる。Principle License（原則許可）は BKPM

にて申請し、BKPM が Business License （IUT/営業許可）を出す仕組みである。 
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現地機関ヘのヒアリングの結果、本事業に関わる優遇策として、 TAX 

ALLOWANCE という制度を用いることにより、減税措置を受けることが可能とのこと

であった。 TAX ALLOWANCE は毎年 5%分の税額控除が 6 年間にわたって行われ、

複数の事業区分を対象とする制度である。当事業がこの TAX ALLOWANCE の対象と

なり、税額控除が適用可能かどうかについては今後協議を図る必要がある。その他の環

境事業への優遇策は、現地政府の政権交代を受けて、今後検討されるとのことであった。 

2．4 環境規制の把握 

パームオイル製造工場からの排水は多量の有機物を含んでいることから、排水基準が

定められているほか、モニタリング報告も義務付けられている。報告を怠ると行政指導

が入る。指導は 3 段階あり、改善されない場合は、最終的に操業停止処分もありうる（環

境林業省ヒアリングより）。 

インドネシアにおけるパームオイル工場の排水基準を以下に示す。根拠法令は「水質

汚濁防止及び水質管理に関する政令（2001 年政令第 82 号）」であり、省令にて排水量

の毎日測定が定められており、「産業活動からの排水基準に関する環境大臣令（1995 年

第 51 号）」にて、水質モニタリング結果を 3 ヶ月毎に報告することが定められている。 

更に、環境林業省の 2003 年 No.28,29 の省令にて、排水・排気ガスに関する規定が

あり、排気ガスには温暖化ガスも含まれている。排気ガスについては 6 ヶ月ごとに各会

社がチェックし、政府へ報告することが定められている。この他、工場が立地する県・

市を含む管轄州当局が上乗せ基準を設定している場合がある。 

 

表 2-10 インドネシアにおけるパームオイル工場（CPO 工場）の排水基準 

 

（出典：「水質汚濁防止及び水質管理に関する政令（2001 年政令第 82 号）」） 
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工場排水に関する測定方法と測定頻度はインドネシア政府によって定められており、

地方政府に対する届出では、KAN（Komite Akreditasi Nasional）や ISO 等の認証分

析室による分析値であることの証明書添付が必要とされている。以下に、パームオイル

工場での指定項目と指定測定方法を示す。 

 

表 2-11 インドネシアにおけるパームオイル工場（CPO 工場）の指定測定項目 

 

（出典「粗パーム油製造工場における排水対策ガイドライン」2013 年 11 月日本国環境省/イン

ドネシア環境省 

 

これらの基準に対し、政府の定める検査員（PROPE）が基準を満たしているかのチ

ェックを行う。環境に良い事例は政府が評価する。環境配慮基準を満たしていない場合

は、その旨が公表される。金銭的なインセンティブはなく、評価、表彰が行われる。こ

の政府からの表彰によって、銀行からの融資が有利になるなどのメリットがある（環境

林業省ヒアリングより）。 
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2．5 対象処理事業に係る潜在的な普及ポテンシャルの特定 

インドネシアには、パームオイル製造会社が 695 ヶ所存在する。地域ごとの CPO 工

場の下図を表 2-13 にまとめる。 

これらのパーム工場のうち、以下の条件に合致する工場は、本技術のターゲットとな

ると考えられる。 

 グリッドから工場の距離が遠く、系統連系コストがかかるために、バイオガス発電

の FIT 事業を行うメリットがない工場 

 すでにパームオイル製造工程での余剰バイオマスを利用して場内エネルギーが十

分にまかなわれており、バイオガスのエネルギー利用のメリットがない工場 

 積み出し港が工場から近く、バイオ燃料の港への輸送コストが大きくならない工場 

 

POME からエネルギーを回収するという観点での競合技術は、メタン回収によるエ

ネルギー利用である。CPO 工場がメタン回収を行った後の利用方法は、表 2-12 のよ

うなエネルギーの使い方がある。 

多くの CPO 工場では、グリッドからの距離が遠く売電の採算が合わないことに加え

て、工場内のエネルギーはすでに MF 等の副産物を燃料とすることで十分にまかなわれ

ている。今後、メタン回収を行ってもエネルギーの利用用途が無いため、本技術の適用

の候補となる。このため、回収されたメタンガスによるバイオガス発電やボイラ燃料用

途でのニーズが無い工場も多いとみられる。これらの、バイオガスエネルギーの用途が

無い工場が、本技術適用の対象となる。 
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表 2-12 メタン回収後のメタンの利用方法 

方法 適用条件 

バイオガス発電を行い、FIT

で売電 

 グリッドからの距離が近い必要がある。 

バイオガス発電を行い、自家

消費 

 追加の自家発電による電気のニーズがあること。 

 現時点ですでに副産物によるエネルギー利用を行ってい

る工場では、追加のエネルギー創出の必要は無い。 

バイオガスをガスボイラの燃

料として自家消費 

 追加のエネルギーのニーズがあること。 

 現時点ですでに副産物によるエネルギー利用を行ってい

る工場では、追加のエネルギー創出の必要は無い。 

メタン破壊（焼却のみ。エネ

ルギー回収は行わない） 

 最も安価であるが、エネルギー利用はできない。 

 他の利用方法が適用できない場合に検討されると考えら

れる。 

乾燥 POME 燃料化  これまで、インドネシアでは検討されたことが無い。 

 特に売電及び自家消費を行わない工場で検討の余地があ

る。 
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表 2-13 インドネシアのパームオイル製造工場の数 

 

（出典：BPS-Statistics Indonesia） 
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3． 廃棄物の組成・性状等調査  

インドネシア出張にて、Riau 州（スマトラ島）の PT.PN V （農業公社 5 番）の

Tandun(TAN)工場（2回訪問） 、Tanah Putih(TP)工場（1回訪問）、Tanjung Medan(TM)

工場（1 回訪問）にて POME を採取して日本に持ち帰り、そのまま性状分析を行った。

次に、脱水実験を行い、脱水実験で得られた脱水ケーキを乾燥させた後に乾燥 POME

として性状分析を行った。 

表 3-1 は、液体 POME の分析値を示すが、今回採取した POME の性状は、どれも固

形分が 2.0~3.5%程度であり、一般的に言われている POME の固形分 5%に比べて低い。

また、TP 工場及び、TM 工場で採取した POME は、一般的な POME の性状に比べて

大きな相違があった。これらの工場では、通常ラグーンに放出された POME から油を

回収している。今回の分析サンプルは、油回収を終えたラグーンから排出される POME

を採取したものである。そのため、ラグーンの状態が POME の性状に影響を与えたこ

とが考えられる。 

 

表 3-1  PT.PN5 工場 の POME（原液）分析結果（採取場所：油回収後のポンド出口） 

No. 項目 単位 

測 定 結 果 

Tandun 

(第 1 回目採取) 

Tandun 

(第 2 回目採取) 

Tanah Putih 

(第 2 回目採取) 

Tanjung 

Medan 

(第 2 回目採取) 

1 pH - 4.4  4.1  4.4  8.0  

2 TS(水分) % 3.4 (96.6) 3.6 (96.4) 2.0 (98.0) 0.6 (99.4) 

3 BOD mg/L 18,000  15,000  8,700  280  

4 COD mg/L 16,000  15,000  9,000  860  

5 SS mg/L 15,200  17,600  9,500  400  

6 VS mg/L 28,500  22,000  920  2,600  

7 TOC mg/L 12,200  14,000  510  466  

8 Oil mg/L 5,000  6,300  370  30  

9 NH3-N mg/L 38  41  1  210  

10 Kj-N mg/L 730  700  24  300  

 註）TS:全固形物、BOD:生物化学的酸素要求量、COD:化学的酸素要求量、SS:浮遊物質量、 

VS:強熱減量、TOC:全有機体炭素、NH3-N:アンモニア性窒素、Kj-N:ケルダール窒素 



33 

 

 

図 3-1  Tanah Putih 工場での分析用 POME 採水場所 

 

表 3-2 は、乾燥 POME（木粉混入あり）と PKS の性状を示す。乾燥 POME（木粉

あり）は、HHV（総発熱量）で 5,300 kcal/kg 以上であり、PKS は一般的な性状同様

である。 

なお、ボイラにダメージを与える可能性がある塩素や低融点物質のカリウムやリンが

PKS に比べて高く、乾燥 POME をボイラ燃料として活用するには、石炭等と混ぜ合わ

せて利用する必要がある。また、乾燥 POME 中の重金属、鉛やクロムの含有量は非常

に小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
：POME 採取場所 

 
：POME 採取場所 
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表 3-2 性状分析結果（乾燥 POME の脱水助剤は木粉 20%対 TS） 

 

No. 

 

項   目 

 

 

単位 

 

乾燥脱水ケーキ PKS (Palm Kernel Shell) 

Tandun 

第 1 回採取 

Tanah Putih 

第 2 回採取 

Tandun 

第 1 回採取 

Tanjung 

Medan 

第 2 回採取 

1 含水率 % 8.2 2.8 1.5 3.1 

2 HHV J/g 22,200 24,500 21,500 20,900 

Kcal/kg 5,300 5,850 5,130 4,990 

3 灰分 % 4.8 4.9 1.7 1.7 

4 水素 % 6.59 7.33 5.71 5.78 

5 塩素 % 0.11 0.19 0.06 0.06 

6 SiO2 % 1.1 0.7 0.8 0.4 

7 Na2O % 0.05 0.04 0.02 0.01 

8 K2O % 0.37 0.61 0.12 0.10 

9 PbO mg/kg < 20 < 20 < 20 < 20 

10 Cr2O3 mg/kg < 20 < 20 27 28 
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4． パイロット試験の実施  

4．1 ラボレベルの脱水実験 

  液状の POMEから乾燥 POMEを得るには、脱水と脱水ケーキの乾燥が主要な技術となり、

特に脱水技術が乾燥 POME生産システムの性能と生産コストに影響を与える。 

本脱水実験では、第 1 回目は Tandun 工場で採取した POME、第 2 回目は Tanah 

Putih 工場で採取した POME を用い、脱水性能を左右する高分子凝集剤（ポリマー）

と脱水助剤（木粉）の組合せ（第 1 回、第 2 回共に 6 条件）による脱水実験を行い、

それぞれの脱水特性を調べた。なお、脱水特性の具体的な評価項目は以下の通り。 

・ 脱水ケーキの含水率及び油分の含水率 

・ 脱水ろ液（脱離液）の清浄度（BOD、COD 等） 

・ TS (Total Solid) の回収率 

・ ポリマー消費量（ポリマーは高価であり、生産コストに占める割合が大きい。） 

 

(1) 脱水実験方法 

① 手順 1：POME原泥に選定したポリマーと助剤を添加しフロックを形成させる。 

図 4-1 フロックの形成 

 ②脱離液の採取し、フロック形成した検体を 500μ のメッシュにあける。 

 

 

 

 

 

図 4-2 ろ液分離 

 ③工程②で分離した固形分を、特定の布で加圧し脱水する。 

 

 

 

 

 

図 4-3 脱水ケーキ採取 
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また、前述の脱水実験に先立ち、ポリマーの選定、脱水助剤の選定及び温度の影響（工

場から排出される直後の POME の温度は 60℃前後である。）の予備実験を行った。なお、

脱水助剤は、マルチ回転ディスクプレス式脱水機を使用する上で要求される脱水ケーキ

の含水率になるかどうかを調べるためのものである。 

・ ポリマーの選定 

BASF 社製の 5 種類の内、フロック形成の最も良好な 1 種類(Zetag8180J、粉体)

と、この Zetag8180J をエマルジョン化した HB-3045 を選定した。 

・ 脱水助剤の選定 

木粉、コーヒー滓乾燥粉、デカンタケーキ（CPO 製造プロセスから排出される）

の乾燥粉及び、PKS 粉末について、それぞれ POME に混合させ、脱水特性を調べ

たが、コーヒー滓、デカンタケーキ、PKS 粉末は、作り易さや、POME との混合

性の点で、木粉を使うこととした。 

・ 温度の影響 

POME を 80℃に加熱しポリマーを添加し脱水を行ったが、支障がないことが確認

できた。 

 

 

(2) 脱水実験結果 

表 4-1 POME の性状分析（第１回目: Tandun） 

 

サンプル名 

パームオイル 

工場廃液

（POME） 

水素イオン濃度 

(pH) 
4.4（22℃） 

蒸発残留物（TS） 3.44 % 

浮遊物質（SS） 16,000 mg/L 

強熱減量（VTS） 83.8 % 

繊維状物（100 メッシ

ュ） 
2.2 % 

BOD 25,000 mg/L 

COD 16,000 mg/L 

TOC 8,700 mg/L 

ヘキサン抽出物質（＝

油分） 
3,900 mg/L 

塩化物イオン 1280 mg/L 

電気伝導率 650 mS/m 
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表 4-2～表 4-6 に、2 回の脱水実験の結果を示す。目標は、ポリマーの添加率を POME

原液の TS に対して 0.6%で、脱水ケーキの含水率を 65%、脱水ろ液の BOD や COD な

どを大幅に改善することであった。2 回の脱水実験の結果より、ポリマーの使用量が少

なく、かつ脱水ろ液の清浄度を大幅に改善するのは難しいことが分かった。木粉は、マ

ルチ回転ディスクプレス式脱水機の要求の脱水ケーキ含水率を 60%～70%にすること

により効果が認められた。 

また、本実験の対象 POME は、前章(3.1 廃棄物組成調査)で述べた様に一般的な

POMEと比べてTSが低いことを考慮し、マレーシアで採取した一般的な性状のPOME

を用いた 2 段階脱水実験の結果を参考として、表 4-7, 表 4-8、図 4-4 及び、表 4-9 に記

載する。



38 

 

 

表 4-2 脱水ろ液の性状（第１回目:Tandun 工場） 

試験 

番号 

凝集

剤種 

希釈 

倍数 

凝集剤 

添加率 
pH 

TS 

(%) 

VTS 

(%) 

SS 

(mg/L) 

BOD 

(mg/L) 

COD 

(mg/L) 

TOC 

(mg/L) 

油分

(mg/L) 

E1-1 
粉体 

Zetag

8180 

500 
0.6% 4.5 1.99 77.7 6,400 14,000 11,000 5,000 1,100 

E1-2 
0.9% 

4.5 1.52 74.5 2,600 11,000 8,900 4,900 500 

E1-3 1,000 4.5 1.73 76.5 1,900 9,200 7,600 5,000 400 

E1-4 500 1.2% 4.5 1.39 72.6 1,600 10,000 8,000 4,700 280 

E2-1 
液状 

HB-3

045 

200 
0.6% 4.5 2.13 79.2 7,900 14,000 11,000 6,600 1300 

E2-2 
0.9% 

4.5 1.74 76.4 5,200 13,000 9,900 5,300 930 

E2-3 400 4.5 1.32 73.0 1,800 10,000 7,500 4,800 240 

E2-4 200 1.2% 4.5 1.50 73.9 2,700 11,000 8,400 5,300 570 

註）粉体 Zetag8180J の基本希釈倍率は 500 倍、一部比較として 1000 倍で試験。 

液状 HB-3045 の基本希釈倍率は 200 倍、一部比較として 400 倍で試験。 

脱水助剤：すべて木粉 20%
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表 4-3 脱水ケーキの性状（第 1 回目: Tandun 工場） 

試験番

号 

凝集剤

種 

希釈 

倍数 

凝集剤 

添加率 

水分量（％） 油分※（％） 

含水率 
TS (固形

分) 

ケーキ

中 

固形物

中 

E1-1 
粉体 

Zetag81

80J 

500 
0.6% 65.7 34.3 7.03 20.5 

E1-2 0.9% 65.3 34.7 8.94 25.8 

E1-3 1,000 0.9% 63.9 36.1 10.3 28.5 

E1-4 500 1.2% 63.8 36.2 9.24 25.5 

E2-1 
液状 

HB-304

5 

200 
0.6% 62.4 37.6 8.90 23.7 

E2-2 0.9% 65.4 34.6 9.66 27.9 

E2-3 400 0.9% 64.8 35.2 9.65 27.4 

E2-4 200 1.2% 66.2 33.8 9.04 26.7 

 

 

表 4-4 POME 原液の性状分析（第 2 回目: Tanah Putih 工場） 

 

 

 

 

サンプル名 
パームオイル工場廃

液（POME） 

水素イオン濃度 (pH) 4.4（23℃） 

蒸発残留物（TS） 1.87 % 

浮遊物質（SS） 10,000 mg/L 

強熱減量（VTS） 83.2 % 

繊維状物（100 メッシュ） 1.4 % 

BOD 12,000 mg/L 

COD 21,000 mg/L 

TOC 7,500 mg/L 

ヘキサン抽出物質（＝油

分） 
1,800 mg/L 

塩化物イオン 2,700 mg/L 

電気伝導率 480 mS/m 

 

 

 

 

 

 



40 

 

表 4-5 脱水ろ液の性状分析（第 2 回目: Tanah Putih 工場） 

試験 

番号 

凝集剤 

添加率 
pH 

TS 

 (%) 

VTS 

 (%) 

SS 

(mg/L) 

BOD 

(mg/L) 

COD 

(mg/L) 

TOC 

(mg/L) 

油分 

(mg/L) 

Z2-1 0.6% 4.5  1.16 77.5 4,600 8,400 5,900 3,500 421 

Z2-2 0.9% 4.4  0.92 73.9 1,700 7,600 4,000 3,000 366 

Z2-3 1.2% 4.4  0.77 70.6 560 6,100 3,500 3,600 176 

Z2-4 1.5% 4.4  0.73 70.5 540 5,400 3,200 3,300 138 

Z2-5 1.8% 4.4  0.67 69.2 260 5,500 2,800 2,400 37 

Z2-6 2.1% 4.4  0.64 68.7 160 5,000 2,900 2,700 46 

原 POME 4.4 1.87 83.2 10,000 12,000 21,000 7,500 1,800 

註）凝集剤：Zetag8180 粉体を 1,000 倍に希釈 

 

 

 

表 4-6  脱水ケーキの性状分析（第 2 回目：Tanah Putih 工場） 

試験 

番号 

凝集剤 

添加率 

水分量（%） 油分※（%） 

含水率 TS (固形分) ケーキ中 固形物中 

Z2-1 0.6% 60.8 39.2 12.5 31.9 

Z2-2 0.9% 60.4 39.6 11.8 29.8 

Z2-3 1.2% 60.1 39.9 10.6 26.6 

Z2-4 1.5% 60.7 39.3 11.6 29.5 

Z2-5 1.8% 60.8 39.2 10.0 25.5 

Z2-6 2.1% 62.6 37.4 11.3 30.2 

註）凝集剤：Zetag8180 粉体を 1,000 倍に希釈 
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サンプル名 
1．原 POME 

（現地採取 POME） 

2．遠心分離模擬 POME 

（ラボ用バッチ式遠心分離機） 

写真 

  

水素イオン濃度 (pH) 4.0（16℃） 4.0（16℃） 

蒸発残留物（ＴＳ） 5.67 % 3.81 % 

浮遊物質（ＳＳ） 22000 mg/L 2040 mg/L 

強熱減量（ＶＴＳ） 84.8 % 79.9 % 

繊維状物（100 ﾒｯｼｭ） 0.50 % 0.05％未満 

BOD 35000 mg/L 19000 mg/L 

COD 25000 mg/L 19000 mg/L 

TOC 27000 mg/L 19000 mg/L 

ヘキサン抽出物質 4200 mg/L 570 mg/L 

塩化物イオン 1900 mg/L － － － 

電気伝導率 990 mS/m － － － 

 

表 4-7  ＜参考＞CPO 工場の POME 性状分析（マレーシア） 
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表 4-8 ＜参考＞CPO 工場の脱水ろ液性状分析（マレーシア） 

凝集剤 

添加率 

水分量(%) 油分(%) 

pH 
TS 

(%) 

VTS 

(%) 

SS 

(mg/L) 

BOD 

(mg/L) 

COD 

(mg/L) 

TOC 

(mg/L) 

油分 

(mg/

L) 
含水率(%) TS 固形分 

ケーキ

中 
固形分中 

1.2% 60.2 39.8 1.21. 3.04 4.0 2.39 79.8 380 12,000 13,000 10,000 62 

1.5% 59.2 40.8 1.62 3.97 4.0 2.23 79.9 280 10,000 11,000 9,100 52 

1.8% 58.2 41.8 1.56 3.73 4.0 2.07 79.8 180 9,300 10,000 7,300 50 

遠心分離模擬 POME 4.0 3.81 79.9 2040 19,000 19,000 19,000 570 



43 

 

 

(3) 2 段階脱水システム実験結果及びマスバランス 

表 4-7 に POME の性状分析値、表 4-8 に脱水ろ液の性状分析値、表 4-9 にマスバラ

ンスの総括表を示した。なお、図 4-4 は、マスバランスの考え方をフロー図で表現した

ものである。脱水システムを 2 段階とし、1 段階に遠心分離機（デカンタ、ポリマー添

加なし）、第 2 段階にマルチ回転ディスクプレス式脱水機（ポリマー添加あり）で脱水

する。 

 ポリマー使用量を削減するための 2 段階脱水システム試験結果より、ポリマーを必要

としない第１段目の遠心分離脱水で、POME 中の 66%の固形分が取れるため、第２段

目のポリマーを用いてより微細な固形分を除去するためのマルチ回転ディスクプレス

式脱水機（ヴァルート脱水機）では、その添加量が削減できる。POME 固形分凝集の

良好な条件は、脱離液へのポリマー添加率が 1.2～1.8%である。一方、ポリマー添加率

の 0.9%未満の条件では、フロック形成が不十分であった。遠心分離脱水処理により脱

離液中の固形分が 34%のため、全体の固形分からみたポリマーの割合は、0.4～0.6% 

(1.2 x 0.34 ～1.8 x 0.34) となり、当初目標の 0.6%となる。 

 

図 4-4 ＜参考＞POME 脱水試験マスバランス（マレーシア） 

混合 混合
マルチ回転ディスクプレス

（ヴァルート）脱水

ヴァルートろ液
 量　　 固形分　水分

  (16)      (17)      (18)

遠心分離による固形分分離

遠心分離脱水ろ液
量　   固形分　水分
   (7)       (8)       (9)

　　　　原POME
 　量　  固形分　 水分
   (1)       (2)       (3)

遠心脱水ケーキ
 量     固形分　 水分
   (4)       (5)       (6)

木　粉
量　   固形分　 水分

  (10)      (11)      (12)

高分子凝集剤
 量 　  固形分　 水分
   (1)       (2)       (3)

ヴァルートケーキ
 量　  固形分　水分
 (19)     (20)      (21)

固形分：(8)+(11)
水   分：(7)+(12)

固形分：(8)+(11)+(14)
水   分：(7)+(12)+(15)
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表 4-9  ＜参考＞POME 脱水試験 マスバランスシート表（マレーシア） 

 

プロセス 算出方法 記号 重量 
高分子凝集剤（ポリマー）添加率(%) 

1.2 1.5 1.8 

原

POME 

量 
 

(1) G 100 100 100 

固形物量 
 

(2) G 5.67 5.67 5.67 

水分量 
 

(3) G 94.33 94.33 94.33 

遠心ケ

ーキ 

量 
 

(4) G 50 50 50 

固形物量 (2)-(8) (5) G 3.745 3.745 3.745 

水分量 
 

(6) G 46.255 46.255 46.255 

遠心ろ

液 

量 
 

(7) G 50 50 50 

固形物量 
 

(8) G 1.925 1.925 1.925 

水分量 
 

(9) G 48.075 48.075 48.075 

サンダ

ー 

ダスト 

  

添加量 
 

(10) G 0.385 0.385 0.385 

固形物量 
 

(11) G 0.3542 0.3542 0.3542 

水分量 
 

(12) G 0.0308 0.0308 0.0308 

高分子 

凝集剤 

  

添加量 
 

(13) G 23.1 28.875 34.65 

固形物量 
 

(14) G 0.0231 0.0289 0.0347 

水分量 
 

(15) G 23.0769 28.8461 34.6154 

ヴァル

ート 

ろ液 

  

量 
 

(16) G 70 76 81 

固形物量 
 

(17) G 1.673 1.6948 1.6767 

水分量 
 

(18) G 68.327 74.3052 79.3233 

ヴァル

ートケ

ーキ 

量 
 

(19) G 1.3013 1.2208 1.2366 

固形物量 
 

(20) G 0.4828 0.4981 0.5169 

水分量 
 

(21) G 0.8185 0.7227 0.7197 

回収率 全体回収 1-((17)/(2)) % 70.5 70.1 70.4 
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4．2 乾燥 POME の性状分析 

脱水実験で得られた脱水ケーキを乾燥し、性状分析結果を表 4-10 に示す。総発熱量

(HHV)は、油分が多く PKS に比べ高く、燃料として有利である。一方、ボイラの燃焼

条件により燃焼効率低下要因となる塩素、低融点物質（P、K）含有率、灰分が、PKS

に比べて高く、発電用のボイラ燃料として利用する際には、単独で使用されるわけでは

なく、石炭等と混ぜて利用されるので大きな問題ではないと考えられる。 

 

表 4-10 バイオフューエル原料の性状（含水率 10%換算値） 

（乾燥 POME の脱水助剤は木粉 20%対 TS） 

 

No. 

 

項   目 

 

 

単 位 

 

乾燥脱水ケーキ PKS (Palm Kernel Shell) 

Tandun 

第 1 回採取 

Tanah Putih 

第 2 回採取 

Tandun 

第 1 回採取 

Tanjung 

Medan 

第 2 回採取 

1 含水率 % 10.0 10.0 10.0 10.0 

2 VS % 95.0 94.8 98.3 98.3 

3 TOC % 44.9 47.6 44.6 43.5 

4 油分 % 24.2 27.0 1.1 2.3 

5 HHV J/g 20,000 22,700 19,600 19,400 

Kcal/kg 4,780 5,420 4,680 4,630 

6 灰分 % 4.8 4.9 1.7 1.7 

7 炭素 % 46.3 48.3 45.7 46.0 

8 水素 % 6.46 6.79 5.22 5.37 

9 窒素 % 1.82 1.86 0.33 0.37 

10 硫黄 % 0.21 0.19 0.07 0.06 

11 塩素 % 0.11 0.18 0.05 0.06 

12 酸素 % 38.5 30.7 37.8 37.8 

13 SiO2 % 1.1 0.7 0.7 0.4 

14 Fe2O3 % 0.25 0.30 0.03 0.04 

15 AL2O3 % 0.34 0.44 0.01 0.01 

16 CaO % 0.91 0.72 0.04 0.05 

17 MgO % 0.22 0.29 0.05 0.06 

18 P2O5 % 0.32 0.40 0.03 0.06 

19 TiO2 % < 0.01 0.02 < 0.01 < 0.01 

20 Na2O % 0.05 0.04 0.02 0.01 

21 K2O % 0.36 0.56 0.11 0.09 
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No. 

 

項   目 

 

 

単 位 

 

乾燥脱水ケーキ PKS (Palm Kernel Shell) 

Tandun 

第 1 回採取 

Tanah Putih 

第 2 回採取 

Tandun 

第 1 回採取 

Tanjung 

Medan 

第 2 回採取 

22 CuO mg/kg 54 31 < 20 < 20 

23 PbO mg/kg < 20 < 20 < 20 < 20 

24 Cr2O3 mg/kg < 20 < 20 25 26 

※上記分析結果は。VS 及び、灰分を除き現物（到着ベース）の値を示す。 

TOC: Total Organic Carbon （全有機体炭素）、VS: Volatile Solids（強熱減量）、HHV: Higher 

Heating Value（高位発熱量=総発熱量=低位発熱量+水蒸気の凝縮潜熱 x 水蒸気量) 

 

表 4-11 バイオフューエルの組成物及び混合物の性状試算 

No. 項   目 単 位 乾燥 

脱水ケーキ 

PKS バイオフューエル 

試算値 マレーシア 

1 含水率 % 10.0 10.0 10.0 7.4 

2 HHV J/g 21,400 19,500 20,450 21,100 

Kcal/kg 5,110 4,660 4,890 5,040 

3 灰分 % 4.9 1.7 3.3 3.9 

4 水素 % 6.63 5.30 5.96 5.86 

5 塩素 % 0.15 0.06 0.10 0.09 

6 SiO2 % 0.88 0.54 0.71 < 0.2 

7 Na2O % 0.05 0.02 0.03 0.02 

8 K2O % 0.46 0.10 0.28 0.09 

9 PbO mg/kg < 20 < 20 < 20 

10 Cr2O3 mg/kg < 20 < 20 < 20 

 

 

 

 



47 

 

 

4．3 天日乾燥コンピュータシミュレーション 

  POME の脱水ケーキの乾燥手段として、蒸気による人工乾燥と天日による自然乾

燥が考えられる。インドネシアのパームオイル工場は、年間を通して日射量が豊富な赤

道直下に位置しており、まず、温室を利用する天日乾燥利用の可能性について検討した。 

  本天日乾燥コンピュータシミュレーションでは、スーパーコンピュータを利用して

温室内の気流分布、温湿度分布から換気状況及び、POME の脱水ケーキが乾燥に至る

までの実時間にして 10 日間相当分の予測をした。また、温室の屋根開口間隔を、1.15m

と 2.30m の 2 モデルに対し含水率の変化を推定し、POME 含水率の変化を予測した。

なお、インドネシアでは日射データの入手が難しく、本シミュレーションでは、シンガ

ポールの設計用気象データ（米国の ASHRAE）を使用した。また、年間を平均し代表

的気象データを採用した。 

 

(1) 気象データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5  調査実施サイト及び観測データ取得箇所 

（出典：Google map） 

 

 

 

 

 

 

シンガポール 

●：調査実施サイト 

● 
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図 4-6 気温（シンガポール）         図 4-7 日射量（シンガポール） 

(出典：ASHRAE より引用) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-8 相対湿度（シンガポール）  図 4-9 絶対湿度（シンガポール） 

(出典：ASHRAE より引用) 
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(2) 解析モデル（中央の屋根開口高さを変化させた 2 つのモデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10 解析モデルパース図（屋根開口 1.15m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-11 解析モデルパース図（屋根開口 2.30m） 
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(3) 3 次元熱流体シミュレーション条件 

昼間は日射の影響で温室内温度が周辺気温より上がり、自然換気が起きていると考え

られる。使用する解析条件が周辺気象データのため、ハウス周辺空間で 3 次元熱流体シ

ミュレーションを行い、温室内 POME 表面付近の気温・風速を求め、含水率予測の際

の条件とした。含水率予測は１日を 12 の時間帯に分けて行った。また、日射のある昼

間 5 つの時間帯で 3 次元熱流体シミュレーションを行い POME 表面付近の気温・風速

を求めた。 

 

                  図 4-12 解析空間概要 

 

表 4-12 3 次元熱流体シミュレーション条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

気温 相対湿度 絶対湿度 全天日射量
℃ ％ g/m3 W/m2

8時～10時 27.72 83.28 19.70 316
10時～12時 29.33 75.67 19.69 506
12時～14時 29.84 72.52 19.38 485
14時～16時 29.56 72.92 19.15 463
16時～18時 28.69 76.10 18.98 300
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屋根材の日射透過条件を反射：10％ 吸収：20％ 透過：70％と想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13  日射条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 屋根下面 

全天日射量×20％（吸収分）×0.5(内側) 

床面 

全天日射量 ×70％（透過分） 
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(4) ３次元熱流体シミュレーション結果 

・屋根開口 1.15mのモデルの温度分布+ベクトル断面図（X=0.0m）の変化 

 

 

 

 

 

図 4-14 屋根開口 1.15m の温度分布+ベクトル断面図 

 

8 時～10 時 

12 時～14 時 

14 時～16 時 

10 時～12 時 

16 時～18 時 
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・ 屋根開口 2.3m のモデルの温度分布+ベクトル断面図（X=0.0m）の変化  

 

 

 

 

 

 

図 4-15 屋根開口 2.3m の温度分布+ベクトル断面図 

 

 

8 時～10 時 

12 時～14 時 

14 時～16 時 

10 時～12 時 

16 時～18 時 
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・ 屋根開口 1.15m のモデルの風速分布+ベクトル断面図（X=0.0m）変化 

 

 

 

 

 

 

図 4-16 屋根開口 1.15m の風速分布+ベクトル断面図 

 

8 時～10 時 

12 時～14 時 

14 時～16 時 

10 時～12 時 

16 時～18 時 
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・ 屋根開口 2.3m のモデルの風速分布+ベクトル断面図（X=0.0m）の変化 

 

 

 

 

 

 

図 4-17 屋根開口 2.3m の風速分布+ベクトル断面図 

 

8 時～10 時 

12 時～14 時 

10 時～12 時 

14 時～16 時 

16 時～18 時 
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・解析空間全体の 3次元熱流体シミュレーション結果（10 時～12 時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-18 温度分布+ベクトル断面図（X=0.0m）（屋根開口 1.15m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-19 温度分布+ベクトル断面図（X=0.0m）（屋根開口 2.30m） 
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図 4-20 風速分布+ベクトル断面図（X=0.0m）（屋根開口 1.15m 10 時～12 時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-21 風速分布+ベクトル断面図（X=0.0m）（屋根開口 2.30m 10 時～12 時） 
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(5) 含水率予測条件 

1 日を 12 の時間帯に分け含水率予測を行った。日射のある昼間 5 つの時間帯では 3

次元熱流体シミュレーションの結果を含水率予測で使用する条件とした。 

 

(6) 予測手法 

各時間帯における水分移動量を予測し、予測した水分移動量を累積することで含水率

を予測した。 

 

水分移動量の予測は POME から水分が蒸発することで発生する蒸発熱、空気と

POME 間の熱移流、及び POME が受ける日射熱についての熱の釣り合いから求めた。 

 

 

○昼間 

日射熱 R 

 

蒸発熱 mL 熱移流 q 

 

 

空気 

POME 

 

日射熱 R＝蒸発熱 mL＋熱移流 q 

 

 

○夜間 

蒸発熱 mL  熱移流 q 

 

 

空気 

POME 

 

蒸発熱 mL＝熱移流 q 

 

m：質量流束  L：相変化潜熱（J/kg）、蒸発熱 
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屋根開口高さ：1.15m 気温 風速 相対湿度 全天日射量
℃ m/s2 ％ W/m2

0時～2時 26.18 1.26 90.2 0
2時～4時 25.89 1.05 91.6 0
4時～6時 25.65 1.11 92.4 0
6時～8時 25.85 1.24 91.7 9
8時～10時 33.65 0.40 58.3 316
10時～12時 38.16 0.54 44.8 506
12時～14時 38.33 0.51 43.7 485
14時～16時 38.18 0.53 43.5 463
16時～18時 33.89 0.38 55.4 300
18時～20時 27.46 2.34 82.3 25
20時～22時 26.87 1.76 86.0 0
22時～0時 26.52 1.46 88.2 0

※透過考慮

屋根開口高さ：2.30m 気温 風速 相対湿度 全天日射量
℃ m/s2 ％ W/m2

0時～2時 26.18 1.26 90.2 0
2時～4時 25.89 1.05 91.6 0
4時～6時 25.65 1.11 92.4 0
6時～8時 25.85 1.24 91.8 9
8時～10時 34.31 0.42 56.1 316
10時～12時 40.84 0.87 38.4 506
12時～14時 40.05 0.69 39.6 485
14時～16時 38.90 0.54 41.8 463
16時～18時 34.63 0.38 53.1 300
18時～20時 27.46 2.34 82.3 25
20時～22時 26.87 1.76 86.0 0
22時～0時 26.52 1.46 88.2 0

※透過考慮

(7) 含水率予測条件 

 

表 4-13 含水率予測条件 
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時刻 時刻
屋根開口1.15m 屋根開口2.30m 屋根開口1.15m 屋根開口2.30m

8時 65.000 65.000 8時 37.262 36.185
10時 64.089 64.075 10時 36.682 35.603
12時 62.598 62.449 12時 35.728 34.529
14時 61.188 60.964 14時 34.821 33.561
16時 59.855 59.618 16時 33.956 32.701
18時 59.036 58.789 18時 33.427 32.175
20時 58.854 58.607 20時 33.267 32.016
22時 58.766 58.519 22時 33.179 31.928
0時 58.700 58.453 0時 33.113 31.861
2時 58.649 58.402 2時 33.062 31.810
4時 58.609 58.363 4時 33.023 31.771
6時 58.573 58.326 6時 32.986 31.735
8時 58.513 58.267 8時 32.934 31.683
10時 57.681 57.423 10時 32.405 31.154
12時 56.317 55.927 12時 31.533 30.164
14時 55.026 54.564 14時 30.702 29.276
16時 53.804 53.334 16時 29.909 28.490
18時 53.054 52.576 18時 29.424 28.010
20時 52.877 52.400 20時 29.268 27.855
22時 52.789 52.312 22時 29.180 27.767
0時 52.722 52.245 0時 29.114 27.700
2時 52.671 52.194 2時 29.063 27.649
4時 52.632 52.155 4時 29.023 27.610
6時 52.596 52.119 6時 28.987 27.574
8時 52.538 52.061 8時 28.936 27.523
10時 51.777 51.291 10時 28.454 27.042
12時 50.530 49.915 12時 27.656 26.130
14時 49.347 48.665 14時 26.896 25.315
16時 48.227 47.539 16時 26.168 24.597
18時 47.539 46.847 18時 25.725 24.159
20時 47.367 46.676 20時 25.572 24.008
22時 47.279 46.588 22時 25.484 23.920
0時 47.213 46.521 0時 25.417 23.853
2時 47.162 46.470 2時 25.367 23.802
4時 47.122 46.431 4時 25.327 23.763
6時 47.086 46.395 6時 25.291 23.727
8時 47.030 46.339 8時 25.241 23.677
10時 46.335 45.637 10時 24.801 23.241
12時 45.194 44.370 12時 24.073 22.400
14時 44.111 43.222 14時 23.378 21.651
16時 43.083 42.193 16時 22.710 20.997
18時 42.453 41.561 18時 22.305 20.598
20時 42.286 41.394 20時 22.154 20.449
22時 42.198 41.306 22時 22.066 20.361
0時 42.131 41.240 0時 22.000 20.295
2時 42.080 41.189 2時 21.949 20.244
4時 42.041 41.150 4時 21.910 20.205
6時 42.005 41.113 6時 21.873 20.168
8時 41.950 41.059 8時 21.825 20.120
10時 41.315 40.420 10時 21.424 19.725
12時 40.271 39.253 12時 20.759 18.949
14時 39.280 38.200 14時 20.123 18.262
16時 38.337 37.259 16時 19.511 17.665
18時 37.760 36.681 18時 19.140 17.303
20時 37.597 36.519 20時 18.993 17.157
22時 37.509 36.431 22時 18.905 17.069
0時 37.442 36.364 0時 18.838 17.002
2時 37.391 36.313 2時 18.788 16.951
4時 37.352 36.274 4時 18.748 16.912
6時 37.316 36.238 6時 18.712 16.876

含水率（％） 含水率（％）

6
日
目

7
日
目

8
日
目

9
日
目

1
0
日
目

3
日
目

4
日
目

5
日
目

1
日
目

2
日
目

 

(8) 含水率予測結果 

表 4-14 含水率変化 
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図 4-22 含水率変化グラフ 

 

含水率は 65％から 10 日間で屋根開口 1.15m では約 19％、屋根開口 2.30m では約

17％まで低下している。 

昼間は温室内の気温が高く、相対湿度も小さいため、水分移動量が大きく含水率が大

きく低下している一方、夜間は気温が低く、相対湿度も高いため、含水率の低下がほと

んどみられない。また、含水率の低下が進むにつれ、昼間の含水率低下の度合いが小さ

くなっていることがわかる。 

屋根開口の比較では屋根開口 2.30m のほうが、屋根開口 1.15m より若干ながら含水

率低下が大きく、乾燥が進んでいることがわかる。 

周辺気象データをもとに、POME の含水率変化の予測を行った。昼夜の水分移動量

の違いなどが再現できており、おおむね含水率変化の予測が出来ていると考えられる。 

しかしながら、7 日間以内で 10%以下にする事を目標としていたため、雨季を含めた天

候不順を考慮すると、天日乾燥は、乾燥 POME 生産に利用することは難しいと考えら

れる。 
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5． 現地政府・企業等との連携構築  

5．1 連携構築状況 

 インドネシア国営の科学技術研究機関であるインドネシア科学院（LIPI）と協力して、

下記の機関に訪問を行い、事業に向けての情報収集及び連携構築を行った。 

 

表 5-1 現地政府・企業等との連携構築状況 

訪問時期 訪問先 組織の概要 連携構築概要 

第 1 回訪問 

（7 月） 

インドネシア科

学院(LIPI） 

インドネシア国営の科

学技術研究機関 

本調査の現地パートナー。各機関と

のコネクション構築を仲介 

PTPN V 本社 国営パームオイル企

業。12 のパームオイル

工場を保有 

本技術の紹介により、関心を示す 

PTPN V タン

ドゥン工場 

PTPN V の工場。メタ

ン発酵発電を行ってい

る 

関連データの取得 

第 2 回訪問 

（10 月） 

PT.PN V 本社 国営パームオイル企

業。12 のパームオイル

工場を保有 

調査の進捗報告 

PT.PN Vタンド

ゥン工場 

PTPN V の工場 関連データの取得 

PTPN V タンジ

ュンメダン工場 

PTPN V の工場 関連データの取得 

PT.PN Vタナプ

ティ工場 

PTPN V の工場 関連データの取得 

オイルパーム研

究所(PPKS） 

パームオイル関連の技

術開発機関 

本技術の紹介と、本技術に現地のニ

ーズの把握。今後の技術開発に関す

る協力依頼 

インドネシアパ

ームオイル協会

（GAPKI） 

パームオイル産業の業

界団体 

本技術の紹介と、本技術に関する現

地のニーズの把握 

インドネシア科

学院(LIPI） 

インドネシア国営の科

学技術研究機関 

本調査の現地パートナー。各機関と

のコネクション構築を仲介。 

投資庁 海外からの投資の管轄

官庁 

事業開始時の投資に関する規制と

プロセスの把握 

エネルギー鉱物 エネルギー政策管轄官 本技術の紹介と、バイオマス利用の
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訪問時期 訪問先 組織の概要 連携構築概要 

資源省 庁 現状把握。事業化に向けてのサポー

ト依頼。 

環境林業省 パーム排液等の環境基

準の管轄官庁 

本技術の紹介と、パーム工場におけ

る環境改善ニーズの把握。事業化に

向けてのサポート依頼。 

プランテーショ

ン 研 究 所

（RPN） 

パーム生産を含むプラ

ンテーション事業に関

する技術研究機関。

PPKS の上部組織。 

本技術の紹介と、本技術に関する現

地のニーズの把握。 

今後の技術開発に関する協力依頼 

インドネシア科

学院(LIPI） 

インドネシア国営の科

学技術研究機関 

本調査の現地パートナー。各機関と

のコネクション構築の仲介とワー

クショップ支援。 

第 3 回訪問 

（1 月） 

ワークショップ

開催 

現地政府機関、パーム

関連企業、研究機関等 

本技術の紹介。政府機関等のPOME

の活用の現状についての情報共有

とディスカッション。 

農業省 パーム産業を含む農業

の管轄官庁 

本技術の紹介と、パーム産業の位置

づけについての情報収集。 

パームオイル生

産会社 A 社 

民間のパームオイル生

産会社 

本技術の紹介と、横展開ポテンシャ

ルについて把握。製造工程の確認。 

パームオイル生

産会社 B 社 

民間のパームオイル生

産会社 

本技術の紹介と、横展開ポテンシャ

ルについて把握 
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5．2 各機関の反応 

各機関の訪問の要点は、以下の通りである。 

 

5.2.1 政府機関 

 政府機関に対しては、本事業の紹介、パーム産業の現状把握、今後事業に行うにあた

っての留意点についてのヒアリングを行い、関係構築を行った。 

 

(1) エネルギー鉱物資源省 

・ 国内のバイオマス発電の現状と、乾燥 POME の燃料としての評価についての確認

を行った。 

・ POME から固形燃料を生産している事例は、まだ国内には存在していない。 

・ バイオガス発電事業は 5 ヶ所、バイオマス発電事業は、3 ヶ所で実施されている。 

・ 国内のバイオマス発電は、FIT 等のインセンティブで増やしていきたいと考えてい

る。 

・ 乾燥 POME 燃料が、FIT においてどのように評価されるかについては、まだ使用

の事例がないので不明。 

・ パーム産業からバイオマス燃料として販売される PKS は、ここ数年で価格が急上

昇している。 

 

(2) 環境林業省 

・ 排水規制、排気ガス規制についての確認を行った。 

・ 2020 年から、パームオイル製造工場に、メタンガスの有効活用を求めていく。ガ

ス化後は、肥料としての利用を進める。 

・ 乾燥 POME 燃料生産事業を行うにあたって、配慮すべき社会環境要因は特に存在

しないと考えられる。 

・ POME 乾燥燃料化の設備に関わってくる環境規制は、特にないと考えられる。 

 

 

(3) 農業省 

・ パーム産業における、POME 利用の位置づけについての確認を行った。 

・ POME のエネルギー利用としては、メタンガス利用が有望と考えている。 

・ 現状では、POME は肥料としてパーム農園で用いられている。農園では、肥料と

してのニーズが高い。 

・ 乾燥燃料として POME を利用する方法は、これまで考えられたことはない。 
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(4) 投資庁 

・ 乾燥 POME 事業を行うにあたっての投資関係の規制についての確認を行った。 

・ 事業を開始するにあたっては、農業省及び工業省の技術関係のライセンスを確認す

る必要がある。 

・ 投資庁からは、ビジネスラインセンスを取得する必要がある。 

・ 乾燥 POME のインドネシアからの輸出については、特に規制はない。 
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5.2.2 研究機関 

(1) インドネシア科学院(LIPI） 

・ 国営の科学技術研究機関であり、本調査において、現地関連機関とのコーディネー

ト等の支援を受けた。 

・ 乾燥 POME 燃料化については、まだインドネシアにおいて実施されていない事業

であることから、本事業について高い関心を示している。 

・ 実際の事業化にあたっても、現地関連機関とのコネクションを多く持っている

LIPI と協力しながら進めることになると考えられる。 

 

(2) プランテーション研究所（RPN） 

・ オイルパーム、ゴム、ココア、コーヒー、サトウキビ、茶のプランテーションに関

わる技術開発等の研究を行っている。国営のプランテーション企業が株主となって

いる研究機関である。 

・ 乾燥 POME の研究には興味がある。日本の企業や研究機関と連携しての研究には

積極的であり、オイルパーム以外の生産物でも連携を進めたいと考えている。 

・ POME は現在、プランテーションの肥料として使われている。 

・ パームプランーションでは、廃棄物をゼロとすることを目指している。本事業も、

事業採算性が合えば、プランテーションにとっても魅力的な仕組みになる可能性が

ある。 

 

(3) オイルパーム研究所(PPKS） 

・ パームオイル関連の研究を行っている研究所で、RPN の関連機関である。 

・ バイオガス発電が、乾燥 POME 燃料化事業の競合になると考えられる。 

・ バイオガスプラントの建設コストは、約 200 億～250 億 IDR/MW 程度である。一

般的な工場では、1.2～2.4MW 規模の設備になる。 

・ プロジェクト実施にあたり、近隣住民や野生生物に対する影響について、考慮すべ

き点は特にないと考えられる。工場の排水を改善するものであるため、周辺環境に

良い影響がある。 

 

(4) インドネシアパームオイル協会（GAPKI） 

・ パームオイルの生産量は今後も増加する見込みである。農地を広げるのみでなく、

生産効率を上げることに焦点が置かれている。 

・ バイオガス発電は、パームオイル生産会社にとっては、まだそれほど魅力的とみら

れていないと思われる。パーム工場は一般的に、送電網からの距離が遠いからであ

る。このため、乾燥 POME 事業に興味を示すパームオイル生産会社はあると考え

られる。 
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5.2.3 パームオイル関連産業 

(1) PT.PN V 

・ 国営のパームオイル製造会社である。12 工場を運営している。 

・ このうち 1 ヶ所では、バイオガス発電を実施している。 

・ 本事業においては、データ提供等で協力を受けた。詳細については、3．を参照の

こと。 

 

(2) パームオイル製造会社 A 社 

・ 民間のパームオイル製造会社の工場を訪問し、生産設備等について把握した。 

・ 生産設備について PT.PN V で訪問した工場と、ほとんど類似していることを確認

した。また、工場内のエネルギーはパームオイル製造過程で排出される副産物でま

かなわれていることを確認した。 

・ 11 のラグーンがあり、POME の排水基準については、クリアしている。 

・ バイオガス発電施設は、初期投資が大きいために、現在は検討していない。 

 

(3) パームオイル製造会社 B 社 

・ 民間のパームオイル製造会社の本社を訪問して、本事業について紹介し、関心度合

いについて把握した。 

・ 工場内の副産物を燃料として使う際の優先度は、PKS、MF、EFB の順番になって

いる。 

・ POME のエネルギー密度は低いため、乾燥燃料としての利用方法についてはあま

り積極的な考え方ではないとのことであった。 
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6． 現地関係者合同ワークショップ等の開催 

本技術の紹介と、現地関係者との関係構築のために、現地政府機関、パーム産業関係

企業、パーム関連研究機関を招いてのワークショップを開催した。約 40 人が出席した。 

 住友林業、レノバからの本調査結果についてのプレゼンの他、工業省、環境林業省、

エネルギー鉱物資源省、PT PN V から、現地のパーム産業に関連する政策や、パーム

工場における副産物の利用方法等についての紹介が行われた。参加者から活発な質疑が

行われた。 

 本ワークショップの中で、住友林業、レノバが本調査の概要及び結果について報告を

行った。プレゼン内容の詳細は、「参考資料 1 ワークショップでのプレゼン資料」を

参照のこと。 

 

(1) 目的 

本ワークショップの目的はインドネシアにおけるバイオマス燃料としての POME の

処理技術およびその実現可能性について紹介し、検討することを目的とした。さらに、

インドネシアの POME 利用プロジェクトを継続する上で、ワークショップ参加者から

の貴重な意見・情報を得ることを目的とした。 

 

(2) 開催日時、場所 

開催日時：2015 年 1 月 20 日 9 時～16 時 

開催場所：Seminar Hall, 2nd floor PDII Building, LIPI Campus, Jakarta, Jl. Gatot 

Subroto Kav. 10, Jakarta Selatan 

 

 

(3) 議題  

 以下の議題、発表者によるプレゼンテーションを行なった。 

 

表 6-1 ワークショップの議題とスケジュール 

No 議題 時間 発表者 内容 

1 登録 8:30 – 9:00 - - 

2 LIPI からの連絡事項 9:00 – 9:05 LIPI  

3 開会挨拶 9:05 – 9:30 LIPI - 

4 

バイオフューエルとして

の POME 利用の方法の紹

介 

9:30 – 10:00 住友林業 - 

5 写真撮影 10:00 – 10:10 - - 

6 休憩 10:10 – 10:30 - - 
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No 議題 時間 発表者 内容 

第 1 セッション：パームオイル産業開発に関する動向および政策 

7 
インドネシアにおけるオ

イルパーム産業の動向 
10.30 - 10.50 工業省 

インドネシアオイル

パーム産業の動向お

よび将来予測 

8 
パームオイル工場の排水

規制 
10:50 – 11:10 環境林業省 POME に関する規制 

9 
POME 由来再生可能エネ

ルギーに関する政府政策 
11:10 – 11:30 

エネルギー鉱物資

源省 

POME 由来再生可能

エネルギーに関する

政府政策 

10 パネルディスカッション 11:30 – 12:00 

LIPI、工業省、環

境林業省、エネルギ

ー鉱物資源省 

講演に関する質疑、意

見、提案等 

11 Lunch and Pray 12:00 – 13:00 - - 

第 2 セッション：POME 活用技術 

12 
POME による発電設備の

導入 
13:00 – 13:30 

Tandun Palm Oil 

Mill – PT.PN V 

Tandun 工場の

POME 導入によるバ

イオガス発電 

13 LIPI のパームオイル研究 13:30 – 13:50 
LIPI 

化学研究センター 

LIPI のパームオイル

研究 

14 
乾燥 POME 燃料の生産機

械およびプロセス 
13:50 – 14:10 住友林業 

乾燥 POME 燃料の生

産機械およびプロセ

ス 

15 

バイオフューエルとして

の POME 利用の実現可能

性 

14:10 – 14:30 レノバ 

バイオフューエルと

しての POME 利用の

実現可能性 

16 パネルディスカッション 14:30 – 15:30 
LIPI、PT.PN V、

住友林業、レノバ 

講演に関する質疑、意

見、提案等 

17 閉会挨拶 15:30 – 16:00 LIPI - 
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(4) 参加者 

 ワークショップには、下記の機関を招聘し、約 40 名が参加した。 

 

表 6-2 ワークショップの参加団体 

業種 団体 

研究機関（ワークショップ事務局） LIPI 

日本国企業 
住友林業 

レノバ 

政府機関 

投資調整庁  

農業省 

環境林業省 

エネルギー鉱物資源省 

工業省 

研究機関 

PT. Riset Perkebunan Nasional(RPN） 

Pusat Penelitian Kelapa Sawit (PPKS) 

Gabungan Asosiasi Pengusaha Kelapa 

Sawit (GAPKI) 

電力会社 

PT. PLN 

PT. Indonesia Power 

PT. Medco Power Indonesia 

パームオイル製造会社 

PTPN V - Riau 

PTPN VIII 

PT. Agricinal 

PT. Astra Agro Lestari 

PT. London Sumatera Plantation 

PT. SMART Agro 

PT. BW Plantation 

Asian Agri 

Socfindo 

DSN Group 

Sampoerna Agro 

Bakrie Sumatera Plantation 
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(5) 講演概要 

 各発表者の講演概要は、以下の通りである。 

 

①バイオフューエルとしての POME 利用の方法の紹介（住友林業） 

・ POME の乾燥燃料化とバイオフューエル製造についての概要を説明した。 

・ ビジネスモデル、及び本事業によるインドネシア、日本両国に対するメリットにつ

いての紹介を行なった。 

 

②インドネシアにおけるオイルパーム産業の動向（工業省） 

・ インドネシアにおける部門別の産業成長の動向、および特にパームオイル産業の成

長についての概要の説明が行われた。 

・ また、パームオイル産業の状況について、政府規制、さらにインドネシアのパーム

オイル産業の生産傾向について情報提供が行われた。 

・ パーム産業の政府規制 

 The Industrial Act No. 3 (2014) 

 Ministry of Industry Regulation No. 13 of 2010 about Cluster Development 

Roadmap of Downstream Oil Palm 

・ 投資インセンティブ 

 Tax Allowance (Government regulation No.1 of 2007 jo Government 

regulation No.62 of 2008 jo Government regulation No.52 of 2011) 

 Tax Holiday (Ministry of Finance Regulation No. 130/PMK.011/2011) 

 Exemption from Import Duty on Import of Machinery and Goods and 

Materials for Development or Industrial Development in the framework of 

Investment (Ministry of Finance Regulation No. 76 of 2012) 

・ 関税および派生商品の再構築(Ministry of Finance regulation No.75 (2012)) 

 国内産業向けパームオイル原料確保の保証 

 調理油の国内供給および価格の確保  

 National Program Downstream Palm Oil Industry を支援 
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③パームオイル工場の排水規制（環境林業省） 

・ 環境保護およびパームオイルの管理規制についての情報提供が行われた。 

・ パームオイルの製造過程で生成される環境負荷である廃液や固定廃棄物、ガス等に

ついての留意点についての説明が行われた。 

・ Environment Planning and Implementation Act No.32 (2009)に焦点を当て、

POME 利用に関する規制についての説明が行われた。 

・ 汚染や環境破壊対策に関する規制や政策： 

 バイオマス生産による土地破壊について：Government Regulation No.150 

(2000) 

 森林および・または土地の焼却による環境破壊および・または汚染について：

Government Regulation No.24 (2001)  

 大気汚染対策について：Government Regulation No. 41 (1999)  

 水質管理および汚染対策について：Government Regulation No.82 (2001)  

 海洋汚染および破壊対策について：Government Regulation No.19 (1999 ) 

 環境ライセンスについて：Government Regulation No 27 (2012) 

 

 

④POME 由来再生可能エネルギーに関する政府政策（エネルギー鉱物資源省） 

・ インドネシアの既存エネルギー普及状況に関する情報提供が行われた。 

・ POME のバイオガスエネルギー利用の事例の紹介が行われた。 

・ インドネシアにおける今後の再生可能エネルギー導入可能性についての紹介が行

われた。 

・ POME のバイオガスへのエネルギー変換における政府・需要・プロジェクト開発

者の関係性や規制等が説明された。 

・ エネルギー鉱物資源省は、バイオマスエネルギー開発の促進や国家電力供給事業者

の統合を支援している。 

・ バイオガスは、FIT による電力買取の対象となっている。 

 

⑤POME による発電設備の導入（PT.PN V） 

・ PT.PN V が Tandun Palm Oil Mill において実施している POME を活用したバイ

オガス発電についての紹介が行われた。 

・ 事業の具体的データを示しての、POME による発電事業のポテンシャルや POME

処理、POME を発電に利用する際の課題などについて情報提供が行われた。 

・ Taudun 工場は年間 18 万～19.8 万 t の EFB を生産し、これにより 1.1～1.3MW の

発電が可能である。 

・ これにより、Tandun 工場は燃料に使用していた 43 億 IDR を節約することが可能
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である。 

・ しかし、発電機のスペアパーツはいまだ輸入しなければならないということが課題

となっている。 

 

 

 

⑥LIPI のパームオイル研究（LIPI） 

・ LIPI が行っているパームオイル関連の研究成果についての紹介が行われた。 

・ パームオイル由来のバイオディーゼルや、化学品への活用の実績が紹介された。 

 

⑦乾燥 POME 燃料の生産機械およびプロセス（住友林業） 

・ 本調査結果に基づいて、POME の乾燥燃料化のプロセス及びシステム案について

の紹介を行なった。 

・ インドネシアにおいて採取した POME の分析結果について説明した。 

 

⑧バイオフューエルとしての POME 利用の実現可能性（レノバ） 

・ 日本におけるバイオマス利用の現状を示し、本事業によるバイオフューエル生産の

ニーズが高いことを説明した。 

・ 本事業を行う際の事業採算性についての説明を行った。 

・ 本事業を実施することによる、環境改善効果についての説明を行った。 

 

 

(6) パネルディスカッションで出された意見 

①セッション 1 における意見 

・ 農園労働のためには、追加収益の確保が重要である。例えば、農園労働力によって

管理される、パームオイルと牧畜の統合施設等がある。 

・ PLN のグリッドに売電し接続するための手順に関する質問があった。これに対し

て、エネルギー鉱物資源省が国営電会社 PLN との交渉の仲介に入ることが可能と

の意見が同省よりあった。 

・ LIPI に対して、長期的な研究の動向についての質問があった。 

 

②セッション 2 における意見 

・ 住友林業の採取した POME のデータ分析結果に関して、BOD、COD が低いこと

の理由についての質問があった。 

・ パームオイル製造会社より、グリッドから離れた農園で POME の技術は利用され

るべきだとの意見があった。 
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図 6-1 パネルディスカッションの風景 

 

 

図 6-2 ワークショップの参加者集合写真 
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7． 実現可能性の評価 

7．1 事業採算性評価 

7.1.1 乾燥 POME 燃料を利用した日本でのバイオマス発電の売電価格の検証 

(1) バイオマスの FIT 価格区分 

 再生可能エネルギー固定価格買取制度における、売電価格の区分は以下のようになっ

ている。 

 POME と同じ原料で、同一の製造工程から排出される PKS は、24 円/kWh に区分さ

れている。このため、乾燥 POME 燃料は PKS と同等の価格の売電単価と認定される

可能性が高いとの仮説を行い、経済産業省資源エネルギー庁と価格設定に関する協議を

行った。 

 

表 7-1 バイオマスの FIT の価格区分（2014 年度） 

バイオマス 

メタン発酵 

ガス 

（バイオマス

由来） 

間伐材等 

由来の木質 

バイオマス 

一般木質 

バイオマス・ 

農作物残さ 

建設資材 

廃棄物 

一般廃棄物 

その他の 

バイオマス 

調 達 価 格

（/kWh） 
39 円+税 32 円+税 24 円+税 13 円+税 17 円+税 

調達期間 20 年間 20 年間 20 年間 20 年間 20 年間 

＜バイオマスの例＞ 

【メタン発酵ガス】下水汚泥・家畜糞尿・食品残さ由来のメタンガス 

【間伐材等由来の木質バイオマス】間伐材、主伐材※ 

【一般木質バイオマス・農作物残さ】製材端材、輸入材※、パーム椰子殻（PKS）、もみ殻、稲
わら 

【建設資材廃棄物】建設資材廃棄物、その他木材 

【一般廃棄その他のバイオマス】剪定枝・木くず、紙、食品残さ、廃食用油、汚泥、家畜糞尿、
黒液 

※「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に基づく証明のないも
のについては、建設資材廃棄物として取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 



76 

 

(2) 乾燥 POME 燃料の価格についての協議 

 乾燥 POME 燃料の価格設定に関して、資源エネルギー庁と協議を行った。 

 乾燥 POME 燃料は、POME の排出工程が、農作物の収穫工程から排出されるもので

あれば 24 円/kWh が適用され、CPO という製品を生産する工程から排出されるもので

あれば 17 円/kWh が適用される。資源エネルギー庁から、図 7-1 のうち、POME②と

③は、パーム核油（Palm Kernel Oil：PKO）を取るための収穫工程から排出されるも

のであるため、農作物残渣と判断され、24 円/kWh が適用されるとの見解を受けた。一

方で、POME①については、物理的には②③と変わらないものの、CPO という製品を

生産する工程に入ってくるために、農作物残渣とは判断されず、「その他のバイオマス」

の 17 円/kWh が適用されるとの判断を受けた。 

 農業製品生産工程に位置づけられる②③と、工業製品生産工程に位置づけられる①を

分離することができれば、②③から排出される POME による乾燥 POME 燃料は 24 円

/kWh の売電価格が適用される。一方、①から排出される POME による乾燥 POME 燃

料は 17 円/kWh であり、①が混入する④についても、17 円/kWh が適用される。 

 ただし、現在の POME の排出工程では、①②③が混入した④がラグーンに排出され

るため、分離することは実質的には非常に困難である。また、仮に①のみ排水管を分離

することが可能だとしても、①は最も濃度の濃く固形分の多い原液であるため、①を排

除した場合には、乾燥 POME 燃料の熱量が低くなってしまうため、これも現実的では

ない。 

 上記のことから、乾燥 POME 燃料を日本に輸入してバイオマス発電燃料として活用

しようとすると、FIT の適用価格は 17 円/kWh に設定される可能性が高いと考えられ

る。 
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図 7-1 副産物及び POME 発生経路 
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7.1.2 事業採算性の評価 
当事業の売上となるバイオフューエルの売却額を決定するにあたり、日本のバイオマ

ス発電における原料輸入側とインドネシアにおけるバイオフューエル原料の製造側の

両側面のコスト構造を考慮する必要がある。図 7-2 に、コスト構造の全体像を示す。

例えば、バイオフューエルの売却額を高く設定すれば、当事業としての収益性は高くな

るが、その分日本側での引き取り価格が高くなり、バイオマス発電所としての採算性が

低下する。 

輸入側の立場において、日本側でのバイオフューエルの引き取り価格は、インドネシ

アから日本への輸送費等の必要経費と製造施設からの引き取り額により構成される。製

造施設側の立場においては、この引取り額はバイオフューエルの売却額であり、収入と

なる。一方、乾燥施設等の初期投資額やメンテナンス費等の事業運営費が発生し、これ

は支出となる。これらを勘案して、製造施設の収益性を検討する必要がある。 

 

 

 

図 7-2 当事業に関するコスト構造の全体像 

 

図 7-2 に示すコスト構造を踏まえ、以下の 4 つの段階を踏まえて、採算性の検証を

行った。各段階における実施事項の詳細は、後述する。 
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図 7-3 事業性検証の各段階における検討内容 

 

(1) バイオフューエルの適正価格の算定（Phase1） 

日本の大型バイオマス発電所においてバイオフューエルを発電原料として用いた場

合の採算性を検証し、適正なバイオフューエルの引取り価格を算出した。まず、下表に

基づきバイオフューエルを構成する乾燥 POME、PKS、木粉の混合割合から、バイオ

フューエル を原料として日本国内で発電事業を行った場合の FIT による売電単価を

21 円/kwh と算出した。同様に、バイオフューエルの熱量を 4,448kcal/kg と算出した。 

 

表 7-2 バイオフューエルの FIT 単価と熱量の算出 

記号 項目 値 単位 参照

A 
バイオフューエル使用時の FITによる売

電単価 
21 円/kWh C*F+D*G+E*H 

B バイオフューエルの熱量 4,448 kcal/kg C*I+D*J+E*K 

C 
バイオフューエルにおける POME の混

合割合 
42 % 住友林業より 

D 
バイオフューエルにおける PKS の混合

割合 
50 % 住友林業より 

E 
バイオフューエルにおける木粉の混合割

合 
8 % 住友林業より 

F POME の FIT における売電単価 17 円/kWh METI との協議 

G PKS の FIT における売電単価 24 円/kWh FIT 規定値 

H 木粉の FIT における売電単価 24 円/kWh FIT 規定値 

I POME の熱量(バイオフューエル生産条 4,868 kcal/kg 住友林業より 
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記号 項目 値 単位 参照 

件） 

J PKS の熱量(バイオフューエル生産条件） 4,185 kcal/kg 

住友林業より(含水率

は 10%。製造時の余

熱で乾燥) 

K 木粉の熱量(バイオフューエル生産条件） 3,890 kcal/kg 住友林業より 

L PKS の熱量 3,700 kcal/kg 
住友林業より(含水率

は 20%) 

  

次に、現在 PKS と間伐材を原料として使用する日本国内の大型バイオマス発電所

（50MW）を想定し、以下の前提条件に基づいて採算性を算出したところ、PJ IRR は

9.8%となった。 

  

表 7-3 日本国内のバイオマス発電所の前提値 

項目 数値 単位 参照 

発電容量 50 MW 想定 

稼働率 80 % 参考文献 1 

PKS の使用量割合 31 % PKS を使用しているプラントの原料割

合を想定 

間伐材の使用量割合 69 % PKS を使用しているプラントの原料割

合を想定 

FIT 単価(PKS) 24 円/kWh FIT の規定値 

FIT 単価(間伐材) 32 円/kWh FIT の規定値 

発電効率 30 % 参考文献 1 

自家消費率 15 % 参考文献 1 

初期投資額 15,000,000 千円 参考文献 1 より試算 

人件費 700,000 千円/年 参考文献 1 より試算 

運転維持費 660,000 千円/年 参考文献 1 より試算 

PKS の原料費 14,520 円/t 輸入事業者へのヒアリング等 

間伐材の原料費 10,000 円/t 市場価格より想定 

諸経費 750 円/t 参考文献 1 

償却年数 15 年 想定 

法人税率 35 % 東京都における数値 

為替 120 円/USD 想定 

（参考文献 1：「第 18 回 森林再生事業化委員会」配布資料、一般社団法人 JAPIC、2013 年） 
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上記の発電所に用いる全ての PKS の使用をバイオフューエルにより代替した際にお

いても、現在と同一の採算性（PJ IRR=9.8%）を維持する必要があると考え、この際

のバイオフューエルの引き取り価格を逆算したところ、123USD/t となった。この価格

をバイオフューエルの適正価格として、以後の検証を行った。 

 

 

(2) 輸送関連費用および製造施設からのバイオフューエル引取り価格の算出

（Phase2） 

 関係各社へのヒアリング等により、海上輸送費等の必要費用を調査した。これらの結

果を踏まえ、製造施設に支払い可能なバイオフューエルの価格は 57USD/t 以下である

と特定した。費用内訳および試算の方法を下表に示す。なお、海上輸送費はバイオフュ

ーエルの輸送用に専用船を用いる場合の前提であり、たとえば既存の PKS の空きスペ

ースを用いて輸送する場合等は、費用が上昇する可能性がある。事業実施の際には、倉

庫の運用も含め、最適な導線、オペレーションの設計が必要である。 

 

表 7-4 バイオフューエルの費用内訳 

 

(3) 製造施設の事業性の算出(Phase3) 

当事業の売上は、バイオフューエルの売却額であり、Phase2 に示すように単価は 57 

USD/t で、年間生産量は 20,000t/年であるため、57USD/t×20,000t により算出され、

1,140 千 t/年である。一方で、初期投資額(Capital Expenditure。以下、CAPEX)は製

造施設の購入、設置・工事費用であり、5,000 千 USD 程度である。以下に初期投資額

の内訳を示す。 

記号 項目 値 単位 参照 

A 製造施設からのバイオフューエル引

取り価格 

57 USD/t B-(C+D+E+F+G+H) 

B バイオフューエル購入価格 123 USD/t 適正価格を参照 

C インドネシアの国内輸送費 7 USD/t PKS 輸入事業者ヘのヒア

リング 

D 港付近での保管費用 1 USD/t 周辺のパーム会社へのヒア

リング等により想定 

E 海上輸送費 31 USD/t 海運会社ヒアリング等 

F 積み揚げの人件費 5 USD/t 想定 

G フレコン費 10 USD/t 海運会社ヒアリング等 

H 予備費 11 USD/t 10%と想定した 
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表 7-5 初期投資額の内訳 
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 また、操業費用(Operating Expenditure。以下、OPEX)は、設備のメンテナンス費、

製造過程で消費するポリマーの費用、電気代等で構成される。PKS はインドネシアの

パームオイル工場ヘのヒアリング結果をもとに想定している。下表にこれら OPEX 等

の当事業の前提を示す。 

表 7-6 OPEX 等の前提 

項目 値 単位 

年間生産量 20,000 t/年 

バイオフューエル売却額 57 USD/t 

CAPEX 5,000 1,000USD 

メンテナンス 100 1,000USD/年 

人件費 90 1,000USD/年 

電力代 146 1,000USD/年 

PKS および木粉の購入 332 1,000USD/年 

ポリマー 277 1,000USD/年 

マネジメントフィー 100 1,000USD/年 

福利厚生等 5 1,000USD/年 

CAPEX の予備費率 10 % 

OPEX の予備費率 10 % 

償却年数 10 年 

適用法人税率 25 % 

 

 

以上の売上、CAPEX、OPEX 等の前提条件を基に当事業の採算性を評価した。税引

き後利益は 20 年間平均で-295,000USD/年となり、赤字事業である。以下に PL および

キャッシュフローを示す。 
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表 7-7 当事業の PL およびキャッシュフロー（単位：1,000USD） 

年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

<売上>

POME売却収入 1,140 1,174 1,209 1,246 1,283 1,322 1,361 1,402 1,444 1,487 1,532 1,578 1,625 1,674 1,724 1,776 1,829 1,884 1,941 1,999

その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

売上合計 1,140 1,174 1,209 1,246 1,283 1,322 1,361 1,402 1,444 1,487 1,532 1,578 1,625 1,674 1,724 1,776 1,829 1,884 1,941 1,999

＜原価、販管理費等＞

OPEX 1,155 1,190 1,225 1,262 1,300 1,339 1,379 1,421 1,463 1,507 1,552 1,599 1,647 1,696 1,747 1,799 1,853 1,909 1,966 2,025

原価償却 550 550 550 550 550 550 550 550 550 550

原価合計 1,705 1,740 1,775 1,812 1,850 1,889 1,929 1,971 2,013 2,057 1,552 1,599 1,647 1,696 1,747 1,799 1,853 1,909 1,966 2,025

＜税金＞

税引前利益 -565 -565 -566 -566 -567 -567 -568 -568 -569 -570 -20 -21 -21 -22 -23 -23 -24 -25 -26 -26

法人税等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引後利益 -565 -565 -566 -566 -567 -567 -568 -568 -569 -570 -20 -21 -21 -22 -23 -23 -24 -25 -26 -26

＜CF＞

営業CF -15 -15 -16 -16 -17 -17 -18 -18 -19 -20 -20 -21 -21 -22 -23 -23 -24 -25 -26 -26

投資CF -5,500

Total CF -5,515 -15 -16 -16 -17 -17 -18 -18 -19 -20 -20 -21 -21 -22 -23 -23 -24 -25 -26 -26  
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(4) 採算性向上の可能性の検討(Phase4)  

 現時点の協議結果においては、FITで乾燥POMEに適用される売電単価は17円/kWh

であり、当事業におけるバイオフューエルは 21 円/kWh となるが、今後の協議により

乾燥 POME に適用される売電単価が 24 円/kWh となる場合、バイオフューエルに対し

ても 24 円/kWh が適用される。この場合の事業採算性を検討した。 

 売電単価が高くなることにより、日本国内のバイオマス発電において、(1)にて検討

した際と同等の採算性（PJ IRR=9.8%）となる場合のバイオフューエルの購入価格は

147USD/t となる。また以下に示すように、この購入費用から輸送費用や予備費等を差

し引くと、製造施設からのバイオフューエルの引き取り価格は 79USD/t であり、これ

が製造施設の売却額となる。 

 

表 7-8 24 円/kWh の売電単価が適用される場合の前提条件 

記号 項目 値 単位 参照 

A 製造施設からのバイオフュ

ーエル引取り価格 

79 USD/t B-(C+D+E+F+G+H) 

B バイオフューエル購入価格 147 USD/t 適正価格を参照 

C インドネシアの国内輸送費 7 USD/t PKS 輸入事業者ヘのヒアリ

ング 

D 港付近での保管費用 1 USD/t 周辺のパーム会社へのヒア

リング等により想定 

E 海上輸送費 31 USD/t 海運会社ヒアリング等 

F 積み揚げの人件費 5 USD/t 想定 

G フレコン費 10 USD/t 海運会社ヒアリング等 

H 予備費 13 USD/t 10%と想定した 

 

 売却額が 20USD/t 以上増加することにより、製造事業としての採算性は向上し、

PJ IRR=6.9%、税引き後利益は 20 年間平均で 214,000USD/年となる。以下に PL およ

びキャッシュフローを示す。 
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表 7-9 売電単価が 24 円/kWh の場合の PL およびキャッシュフロー（単位：1,000USD） 

年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

<売上>

POME売却収入 1,580 1,627 1,676 1,727 1,778 1,832 1,887 1,943 2,001 2,062 2,123 2,187 2,253 2,320 2,390 2,462 2,535 2,611 2,690 2,771

その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

売上合計 1,580 1,627 1,676 1,727 1,778 1,832 1,887 1,943 2,001 2,062 2,123 2,187 2,253 2,320 2,390 2,462 2,535 2,611 2,690 2,771

＜原価、販管理費等＞

OPEX 1,155 1,190 1,225 1,262 1,300 1,339 1,379 1,421 1,463 1,507 1,552 1,599 1,647 1,696 1,747 1,799 1,853 1,909 1,966 2,025

原価償却 550 550 550 550 550 550 550 550 550 550

原価合計 1,705 1,740 1,775 1,812 1,850 1,889 1,929 1,971 2,013 2,057 1,552 1,599 1,647 1,696 1,747 1,799 1,853 1,909 1,966 2,025

＜税金＞

税引前利益 -125 -112 -99 -86 -72 -57 -43 -27 -12 5 571 588 606 624 643 662 682 702 724 745

法人税等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 143 147 151 156 161 166 171 176 181 186

税引後利益 -125 -112 -99 -86 -72 -57 -43 -27 -12 3 428 441 454 468 482 497 512 527 543 559

＜CF＞

営業CF 425 438 451 464 478 493 507 523 538 553 428 441 454 468 482 497 512 527 543 559

投資CF -5,500

Total CF -5,075 438 451 464 478 493 507 523 538 553 428 441 454 468 482 497 512 527 543 559  
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 このように乾燥 POME に適用される FIT の売電単価次第では、当事業の採算性が成

立する可能性があるため、今後、制度に関する状況を注視する必要がある。 

 

 

(5) インドネシア国内の発電所にバイオフューエルを使用した場合の試算 

バイオフューエルを日本へ輸出せずに、インドネシア国内で利用することができれば、

海上輸送費がかからずに、バイオマス発電所では、相対的に安価な燃料価格で燃料を購

入することが可能である。このため、インドネシアで製造するバイオフューエルを日本

へ輸出するケースとは別に、インドネシア国内の 10MW 規模のバイオマス発電所で原

料として用いる場合の採算性を検証した。 

表 7-10 に前提条件を示す。またこれらの前提条件をもとに事業性を評価した結果を

表 7-11 に示す。 

 

表 7-10 インドネシア国内でバイオマス発電事業を行う場合の採算性の前提 

 項目 数値 単位 前提 

A 発電容量 10 MW 想定 

B 売電量 70,080,000 kWh/年 表 7-3 により試算 

C 売電単価 9 US￠/kWh 

FIT 制度の規定値(1,150IDR/kWh

を、2015 年 2 月時点の為替レート

である 0.0076US￠/IDR で換算) 

D 売電収入 6,307,200 USD/年 B*C/100 

E バイオフューエル購入量 45,165 t/年 表 7-2、表 7-3 により試算 

F バイオフューエル購入単価 82 USD/t 

(4)にて採算が成立する可能性のあ

る 79 USD/t に国内輸送運賃を加

えた 

G バイオフューエル購入額 3,703,568 USD/年 E*F  

H プラント維持管理費用 2,200,000 USD/年 表 7-3 により試算 

I CAPEX 26,200,000 USD 表 7-3 により試算 

  

 

 

 

 

 

 



88 

 

表 7-11 インドネシア国内でバイオマス発電事業を行う場合の採算性の結果 

単位：USD 1 年目 5 年目 10 年目 20 年目 

売上 6,307,200 6,307,200 6,307,200 6,307,203 

原価 9,093,925 9,908,970 11,073,099 11,387,137 

税引前利益 -2,786,725 -3,601,770 -4,765,899 -5,079,934 

税引後利益 -2,786,725 -3,601,770 -4,765,899 -5,079,934 

キャッシュフロー -26,186,725 -1,001,770 -2,165,899 -5,079,934 

 

 

この前提の場合には、表 7-11 に示すように赤字事業となり、事業として成立しない

ことがわかる。現時点の売電価格等の前提においては、バイオフューエルをインドネシ

ア国内のバイオマス発電所に用いる事業は実現が困難である。 

しかし、将来的にインドネシアにおいてバイオマス発電に適用される売電価格が現在

の 9US￠/kWh から上昇し、16US￠/kWh 以上となれば、PJ IRR が 7%を超え、事業

として成立する可能性がある。今後、政策動向を含めて、市場環境を注視していく。 
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7．2 技術的な実現可能性 

現地事業者等へのヒアリングと各種の情報収集により、製造システムのプロセスとして、

次図のフローを提案した。 

 

図 7-4   Bio Fuel 製造工場システムフローイメージ 

 

図 7-5 Bio Fuel 製造工場 側面イメージ図 
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前述の生産システムフローをもう少し詳しく述べると、下の図 7-6 の様に、POME

に木粉と高分子凝集剤を混ぜて凝集脱水し、それに POME の固形分とほぼ同量の PKS

を更に混合し、乾燥させ、Bio Fuel として製造する。製造工程で消費する電力は CPO

工場の副産物バイオマスを利用した電力を使用する。また、脱水 POME 及び PKS の

乾燥には、CPO 工場のバイオマスボイラの排熱を利用することによって、初期投資費

用及び消費エネルギーコストの低減を図る。一方、BOD・COD の低減した脱離液は、

ラグーンに放水、浄化し、放出される。なお、このマスバランスは、FFB処理量1,200t/day、

POME 発生量 800t/day を想定したものである。 

 

図 7-6  Bio Fuel 生産システムとマスバランス 
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表 7-12 Bio Fuel 生産システムの熱エネルギー特性 

 

 

 

到着ベース(ARB) 無水ベース(DB) 出荷ベース(MC10%) 
歩

留 

投

入 

量 

MC TS HHV 水素 LHV HHV LHV 
生産 

量 

有効総 

発熱量 

t/d % t/d cal/g % cal/g cal/g cal/g t/d Mcal/d 

POME 800 95 40.0 5,800 5.35 5,476 5,220 4,868 26.7 129,976 60

% 

Wet 

PKS 

40 30 28.0 5,000 5.25 4,717 4,500 4,185 31.1 130,154  

Sander

Dust 

5 10 4.5 4,685 5.50 4,388 4,217 3,890 5.0 19,450  

Bio Fuel 845 - 72.5 - - -  4,379 62.8 279,580  

註）FFB 投入 1,200t/d ベース、*逆算にて算出、年間生産量：62.8 x 330 d/y = 20,724 t/y MC：

含水率、TS：固形分、HHV：高位発熱量、LHV：低位発熱量
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7．3 環境負荷低減効果 

採集した POME の分析結果を基に、水質汚染低減効果と CO2 削減効果を試算する。 

 

7.3.1 水質汚染低減効果 

表 4-2 における、現地において採取した POME の分析結果によると、水質の改善効

果は、以下のようになる。 

 

表 7-13 POME脱水による水質改善効果 

 ①POME の原液 ②脱水後の脱離液 

（凝集剤添加率 0.9％、 
1,000 倍希釈のケース） 

改善効果 

（①－②） 

BOD（mg/L） 25,000 10,000 15,000 

COD（mg/L） 16,000 7,500 8,500 

 

 

7.3.2 CO2 削減効果の試算 

 CO2 排出削減効果は、（ア）乾燥 POME 燃料を日本におけるバイオマス発電施設で

用いることによる CO2 排出削減量と、（イ）インドネシアにおけるメタン抑制による

CO2 排出削減の 2 つの側面の削減量を算定する。 

 

 

（ア）日本のバイオマス燃料利用側での削減効果 

・ 乾燥 POME10,000t/年の利用に伴うバイオマス発電による CO2 削減量：9,977 

t-CO2/年 

  （算定過程） 

 乾燥 POME の熱量＠含水率 10.0%：5,200kcal/kg (8.2%:5,300kcal/kg を換算) 

 バイオマス発電の発電量（発電効率 30％）＠5,200kcal/kg：約 1.81kWh/kg 

 POME10,000t/年の発電相当量：18,139,535kWh/年 

 電力の CO2 排出係数@1kWh：0.00055 t-CO2/kWh 

 バイオマス発電によるグリッド電力の CO2 削減分＝9,977 t-CO2/年 

・ インドネシア（タナプティ）から日本への輸送に伴う CO2 排出増加量：577 t-CO2/

年：577 t-CO2/年 

 （算定過程） 

 陸上輸送 

 タナプティ工場からドゥマイ港への陸上運送：約 100km 

 陸上輸送のトンキロ：0.000097672tCO2/t・km 

 年間 10,000 トンの乾燥 POME を 100km 陸上輸送した場合の CO2 増加量：
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97t-CO2/年 

 海上輸送 

 インドネシアから日本への海上輸送距離：5,500km と仮定 

 海上輸送（コンテナ船）のトンキロ：0.00000907t-CO2/t・km 

 年間 10,000 トンの乾燥 POME を 5,500km 海上輸送した場合の CO2増加量：

480t-CO2/年 

 陸上輸送＋海上輸送 

 97t-CO2/年＋480t-CO2/年＝577 t-CO2/年 

・ バイオマス発電による CO2 削減量－輸送による CO2 増加量＝9,977t-CO2－577 

t-CO2/年＝9,400t-CO2/年 

 

（イ）インドネシアでのメタン抑制側での削減効果 

 以下の前提に基づき、CDM の方法論「AM0080“Mitigation of greenhouse gases 

emissions with treatment of wastewater in aerobic wastewater treatment plants”」

を参考として、メタン発酵の抑制によるCO2削減効果を算定した。COD削減分を 8,500

（mg/L）とした場合の削減量は、7,017t-CO2/year となる見込みである。 

 （算定過程） 

 POME の 1 リットルあたりの COD 削減分：8,500（mg/L） 

 年間の POME 排水量：780t/日×300 日＝234,000t/年 

 年間の COD 削減量＝1,989t/年 

（算定式）（※） 

 （算定式）CO2 削減量 

(tCO2e/year)=GWP(tCO2e/tCH4)×Bo(tCH4/tCOD)×COD(tCOD/year)×MFC

(fraction) 

 メ タ ン ガ ス の 削 減 分 ＝ 21(tCO2e/tCH4)×0.21(kg-CH4/kg COD)×1,966 

(tCOD/year)×0.8＝7,017t-CO2/year 
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※なお、算定式における変数の意味は、以下の通りである。 

GWPCH4 = Global Warming Potential of methane valid for the commitment period 

(tCO2e/tCH4) 

Bo = Maximum methane producing capacity of wastewater, expressing the 

maximum amount of CH4 that can be produced from a given quantity of 

chemical oxygen demand (tCH4/tCOD) 

CODBL,ww,y = Quantity of chemical oxygen demand that would have been treated in the 

baseline scenario in year y (tCOD/year) 

MCFBL,ww,y = Average baseline methane conversion factor in year y, representing the 

fraction of organic load that would be degraded to CH4 in the baseline 

scenario (fraction) 

 

 （ア）及び（イ）を勘案すると、本事業による CO2 排出削減効果は、16,335 t-CO2/year

になる。 

 

表 7-14 本事業による CO2排出削減効果 

削減項目 CO2 の排出削減量
（t-CO2/year） 

備考 

日本でのバイオマス発電の
削減 

9,977 熱量 5,200kcal/kg×発電効率
0.3×POME10,000t 

輸送（陸上＋海上）による
放出 

▲577  

インドネシアでのメタン発
生抑制 

7,017  

合計 16,417  
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7．4 社会的受容性 

本技術導入に伴って想定される社会的な影響について、PT.PN V、環境省、パームオ

イル研究所、LIPI とディスカッションを行った。いずれの現地機関からも、本事業に

伴う、社会的な悪影響はないとの見解を受けた。また、多数の関係者が集まったワーク

ショップにおいても、社会的な悪影響を懸念する意見はなかった。 

本事業は、すでに存在しているパームオイル工場に追加的に設備を導入するものであ

る。設備の設置時に輸送用トラック等の交通量が増加することが考えられるが、パーム

オイル工場では、すでに毎日 20t トラックがパームを運んでいることから、特段の悪影

響は考えられない。また、パームオイル工場は大規模プランテーションの中に設置され

ており、周辺に住居等はないことから、設備の稼動により、周辺住民の生活に影響を及

ぼす可能性はないと考えられる。 

 

一方で、環境や労働環境の改善で、以下のプラスの効果が考えられる。 

 パームオイル製造工場：排液（POME）のバイオマス燃料化による新規技術･産

業発展の促進、ラグーン管理の手間（メンテナンス他）・人件費の軽減 

 行政：ラグーン運用管理環境の改善に伴う衛生環境（悪臭、害虫・害獣の発生抑

制）の改善 

 周辺住民：悪臭、害虫・害獣の発生抑制による衛生環境の改善 
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7．5 実現可能性の評価 

 上記の調査結果を受けて、以下の事項について実現可能性を整理した。 

 

7.5.1 事業採算性の評価 

本技術は、初期投資額が現状の 5 億円である場合には、IRR がマイナスとなり、事

業性を確保することができない。 

当初は日本における乾燥 POME 燃料を使用したバイオマス発電の FIT の価格が 24

円/kWh であると想定していたが、本調査の中で資源エネルギー庁との調整の結果、17

円/kWh であることが確定した。これが本事業の採算性に与えている影響が大きい。 

 仮に日本において乾燥 POME 燃料を使用したバイオマス発電の FIT 価格が 24 円

/kWh であったと仮定した場合には、日本のバイオマス発電所は、USD147/t でバイオ

燃料を購入できる（17 kWh の場合は USD123/t)。また、燃料製造事業者は、USD79/t 

(17 kWh の場合は USD57/t)。この場合には、初期投資額が 5 億円であった場合でも、

IRR は 9.8％と高い収益を得ることができる。  

 

7.5.2 技術的な実現可能性の評価 

 バイオフューエル 生産システム 

本調査で現地にて採取した POME の性状(TS、BOD、 COD 等)は、一般的に言われ

ている POME の性状に比べて低く、当初考えていた生産システムでは脱水 POME の

収率面で不十分と考え、図 7-6 に示すシステムを検討している。 

本システムは脱水システムを 2 段階脱水とし、第一段階の脱水にデカンタ（ポリマー

添加無し）、第二段階の脱水にマルチ回転ディスクプレス脱水機（ヴァルート脱水機、

ポリマー添加あり）を用いる。第一段階脱水ケーキ、第二段階脱水ケーキ及び、PKS

を混合し、この混合物を乾燥機にて乾燥してバイオフューエルを製造するものである。 

一方、脱水システムにより BOD、COD 等が低減された脱離液はラグーンに放流され、

長時間かけて生物処理された後、河川に放流される。なおマスバランスは、FFB 処理

量 1,200 t/day、POME 発生量 800 t/day を想定したものである。 

 

 乾燥機の熱源 

当初、本計画は、乾燥熱源として“蒸気”又は“天日”を活用することを考えていた。し

かし、“蒸気”は CPO 工場のボイラ燃料が増えること、“天日”は温室用に広いフラット

な敷地が必要なことに加え、気象が不安定な地域では乾燥期間がばらつくこと等から、

CPO 工場のボイラ排ガスを活用することを検討した。 

調査中に、ラグーン汚泥堆肥製造工程にボイラ排ガスを活用している CPO 工場(マレ

ーシア、サラワク州)を見学する機会があり、乾燥熱源として採用可能との確信をえた
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ので、バイオフューエル乾燥熱源としてボイラ排ガスを活用することとした。 

 

 燃料としての適用可能性 

バイオフューエル は、表 7-12に示すように発熱量が他のバイオマスに比べて高く、

低品位炭に近い値である。しかしながら、バイオフューエルを構成する乾燥 POME は、

Cl（塩素）や K（カリウム）の含有量が高く、発電用ボイラの燃焼効率を低下させる恐

れがあり、本バイオフューエルを発電用燃料として活用する場合には、石炭等との混合

等が推奨される。また、乾燥 POME は輸送中に周囲の湿分を吸収する可能性があるの

で、密閉防湿系のフレコン等に収納した輸送を必要とすると考えられる。 

 

7.5.3 現地のニーズ及び制度・規制との合致 

 現地パーム会社の排水処理工程の改善へのニーズ 

 現地パーム企業では、100ppm という高い排水基準に合致させるため、ラグーンでの

処理を進めている。ラグーン処理はメタンを排出するため、環境省では、すべてのパー

ムオイル製造工場にメタンの有効利用を求める方針である。本技術をパームオイル製造

工場に導入することができれば、メタン発生を抑制することができるため、国の方針に

合致する。 

 

 現地パーム会社の本技術への関心 

 パームオイル製造会社の PT PN.V や PT. SMART Agro に技術の紹介を行った。技術

に対しては高い関心を示したものの、現状のコストでは事業採算性が合いにくいことに

ついては、課題が残った。 

 

 POME に対する現地政府の方針 

 環境省やエネルギー鉱物資源省からは、PKS 等のパーム産業から出る副産物につい

ては、海外へ輸出することについては、積極的ではないとのコメントがあった。ただし、

POME を輸出することについては、まだ検討がなされたことが無いとのことである。

実際の導入にあたっては、本技術の導入による環境改善効果と、現地産業の発展とのバ

ランスを考慮していく必要がある。 
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7.5.4 国内のバイオマス発電事業者による POME 由来燃料のニーズと課題 

 バイオマス発電事業者や、プラントメーカーへのヒアリングによると、バイオマス発

電事業者が燃料利用を行うに当たって考慮する事項は、主に以下のようなものである。 

 FIT における売電価格 

 燃料購入価格 

 熱量 

 炉に影響を及ぼす成分（リン、カリウム、塩素等） 

 灰分 

 保管方法、ハンドリング 

 流通のシンプルさ 

 搬入ロット 

 調達量の長期安定性 

 

乾燥 POME 及び PKS との混合燃料であるバイオフューエルは、間伐材の補完燃料

としてのニーズが想定される。特徴としては、PKS や木質ペレットと同様に、まとま

った量の購入を行うことが可能ということである。また、今回のスキームでは、日本企

業が生産から輸送までを管理することで、安定した供給を行うことができる。燃料生産

側を日本企業が確保していることは、国際市場の価格変動の影響を受けにくいというメ

リットがある。 

 バイオマス燃料の種類は多数あるため、バイオマス発電利用者側としては、その発電

施設の事業形態に最も適した燃料を選ぶ。逆に考えると、価格や安定した調達等の条件

が適合しなくなれば、他の燃料に代替されることになる。本事業で検討したバイオフュ

ーエルについても、熱量や価格でこれらの燃料と比べて同等か有利なものに設定する必

要がある。 

 表 4-11 に示すように、乾燥 POME は、現在燃料として用いられている PKS と比較

すると、炉に悪影響を及ぼす塩素、リン、カリウムの成分が多い。このため、乾燥 POME

燃料を単独の燃料としては、成分が課題となると考えられる。ただし、乾燥 POME 燃

料で想定している用途としては、PKS 及び木粉と混合したバイオフューエルを 50MW

クラスの大規模バイオマス発電所に投入することである。50MW クラスのバイオマス

発電所での燃料利用量は、投入する燃料の含水率等によって変化するが、仮に全ての発

電量をバイオフューエルにより賄うとすると 23 万 t/年程度が目安となる2。乾燥 POME

                                                

2 PKS、間伐材を原料として使用する日本国内の 50MW のバイオマス発電所において、

同量の発電をするために必要なバイオフューエルの量を、熱量（4,448Kcal/kg）を用い

て換算した。 
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燃料が 1 万 t/年投入される場合には、全体の燃料投入量の数％程度であることから、発

電施設には大きな影響はないと考えられる。 

保管の課題としては、雨に濡れると水分を含んで燃料の形状を保てなくなるというこ

とがある。これを避けるために、インドネシア側でフレコンバッグに投入して、現地輸

送、海上輸送、日本側での保管をフレコン単位で行うことで解決させる。 



100 

 

 

8． 海外展開計画案の見直し  

8．1 本事業に対する現地ニーズと課題 

8.1.1 現地のニーズ 

現地の CPO 工場や、現地政府へのヒアリングによると、CPO 工場から排出される

POME の処理に対してのニーズが高いことがわかった。POME を嫌気性処理するラグ

ーンから排出されるメタンガスについては、今後工場が対策を求められるようになって

くる。 

ラグーンから排出されるメタンガスを有効活用する技術としては、メタンガスによる

発電技術または熱利用技術がある。ただし、現状のメタンガスのエネルギー利用の課題

としては、2．5 に示したように、多くの CPO 工場では、グリッドからの距離が遠く売

電の採算が合わないことに加えて、工場内のエネルギーはすでに MF 等の副産物を燃料

とすることで十分にまかなわれているということがある。これに対して本技術は、FIT

売電事業で考慮すべきグリッドとの距離に関係なく導入することができる。また、メタ

ン回収による自家消費のエネルギー需要が工場に無い場合にも、本技術はエネルギー回

収を有効に行い、価値を生み出すことができる。このような観点から、メタン発酵によ

る発電技術または熱利用技術のできない工場に導入することが適切である。 

本技術は、複雑な工程を経るわけではないため、CPO 工場であれば、オペレーショ

ンに問題はない。このため、相手国の技術レベルに合致している。 

 

 

8．2 実現に向けた提案 

8.2.1 日本での利用 

7．1 に示したように、現状の日本国内の FIT の売電価格、現地設備の CAPEX、OPEX

の想定では、事業を成立させることが難しいことがわかった。これは、当初は日本にお

ける乾燥 POME 燃料を使用したバイオマス発電の FIT の価格が 24 円/kWh であると

想定していたが、本調査の中で資源エネルギー庁との調整の結果、17 円/kWh であるこ

とが確定したことが、本事業の採算性に与えている影響が大きい。 

 一方で、将来的に我が国の FITにおけるバイオマス発電の売電価格の見直しの中で、

乾燥 POME を燃料として用いて発電した電気の売電価格が上昇することがあれば、そ

れに伴って乾燥 POME 燃料を混合したバイオフューエル製造事業の採算性が大幅に向

上する。現時点での乾燥 POME 燃料を使用したバイオマス発電の売電価格は 17 円

/kWh であるが、これが仮に 24 円/kWh に変更された場合には、CAPEX、OPEX が現

状のままでも十分に事業として成立する。仮に日本において、24 円/kWh でバイオマス

発電の電力が売電できるとした場合、バイオフューエル製造事業の採算性は、7．1 に

示したように、9.8％程度になると試算している。 



101 

 

 このようなことから、日本とインドネシア双方の環境問題の改善に本事業が貢献する

意義を日本政府に理解を求め、乾燥 POME 燃料を利用したバイオマス発電の売電価格

の評価について、現状の 17 円/kWh から 24 円/kWh へ上昇するように提案を行なって

いく方向性が考えられる。 

 

8.2.2 インドネシア国内での利用 

 バイオフューエルを日本へ輸出せずに、インドネシア国内で利用することができれば、

海上輸送費がかからずに、バイオマス発電所では、相対的に安価な燃料価格で燃料を購

入することが可能である。当事業において製造したバイオフューエルを輸出せずに、イ

ンドネシア国内のバイオマス発電所で燃料として使用し、FIT 制度の基で売電する場合

の採算性を 7.1.2(5)にて検証した。インドネシアのバイオマス発電に対する売電単価は、

1,150IDR/kWh（約 9US￠/kWh）と日本における適用予定単価である 21 円/kWh の半

分以下である。このため、売上が確保できずに毎年赤字となり、現時点の FIT 価格等

の前提においては、インドネシア国内のバイオマス発電所でバイオフューエルを燃料と

して使用する事業の成立は困難である。 

 しかし、将来的に FIT 制度における売電価格が上昇し、16US￠/kWh 以上となれば、

PJ IRR が 7%を超え、事業として成立する可能性がある。日本のバイオマス発電所向

けに輸出する場合と比較して海上輸送費用が発生しないため、一定の売上が確保できれ

ば採算が成立する可能性がある。今後、インドネシアの政策動向等の注視を継続する。 

このように、インドネシア、日本双方における事業環境の変化も見据えながら、技術

の導入を検討していく。 
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参考資料 1 ワークショップでのプレゼン資料 

 

（1）バイオフューエルとしての POME 利用の方法の紹介（住友林業） 
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（2）乾燥 POME 燃料の生産機械およびプロセス（住友林業） 
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（3）バイオフューエルとしての POME 利用の実現可能性（レノバ） 



126 

 



127 

 



128 

 



129 

 



130 

 



131 

 



132 

 



133 

 



134 

 

 

 

 



135 

 

 

参考資料 2 インドネシア各地における平均気温、湿度、風速等の気

象状況 

 

表 インドネシア各地における平均気温、湿度、風速等の気象状況 

Given data

Location : Cut Bau Sabang Station

Latitude :

Longitude :

Elevation : 126 meter

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

25,5   26,4         26,8         28,0         27,8         27,7         26,8         27,1         27,6         26,6         26,1         25,6         

26,5   27,4         27,4         28,3         28,7         27,4         27,1         27,6         27,2         27,6         26,0         26,0         

26,1   26,6         26,6         27,3         27,7         28,4         27,9         28,0         26,9         26,4         26,4         26,3         

26,1   27,4         26,5         27,6         27,5         27,8         27,8         27,7         27,4         27,1         26,7         26,3         

26,5   26,3         27,6         27,5         28,0         27,3         27,8         27,3         27,1         26,4         26,3         25,7         

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

87,7 83,9 84,5 81,2 79,7 84,4 84,4 75,7 73,8 83,2 91,2 88,7

89,1 86,7 88,6 88,6 86,6 86,4 86,1 84,0 87,2 83,3 90,5 90,6

89,6 90,0 89,8 87,7 85,4 80,5 80,7 83,3 87,6 83,7 85,7 92,4

93,8 86,7 92,8 90,7 89,2 83,4 82,5 85,5 86,5 90,6 91,0 91,6

91,8 90,8 89,5 87,9 87,0 84,7 75,3 75,9 78,2 84,9 87,5 89,5

WIND SPEED AVERAGE (knot)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

8,9 3,9 4,0 4,9 9,8 11,5 12,3 10,8 10,3 8,9 8,9 10,1

8,3 8,3 7,6 7,3 7,8 8,8 11,1 9,0 8,8 10,4 8,5 8,4

9,5 7,9 8,5 8,4 10,9 12,5 10,7 9,2 9,2 10,1 9,0 10,2

9,4 8,3 8,4 8,5 10,3 12,4 11,5 9,8 9,5 8,2 6,9 8,8

6,5 8,5 4,6 4,9 8,9 11,2 10,4 9,3 9,3 5,7 5,0 7,5

WIND DIRECTION AVERAGE (degree)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

90 360 360 360 270 260 220 210 210 230 110 100

100 100 100 100 100 260 240 240 240 230 250 110

150 110 110 260 260 250 200 230 220 110 110 110

100 100 100 240 230 210 200 240 210 100 210 100

80 80 360 360 210 210 200 210 210 360 360 100

Moth

2009

2010

2011

2012

2013

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

Moth

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

2010

5,8666666667

95,31666667126

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009
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Given data

Location : Malikussaleh Lhokseumawe Station

Latitude : 5,2333

Longitude : 97,2

Elevation : 87 metre

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

25,4   25,9         26,2         26,9         27,0         27,4         27,1         26,6         26,7         26,5         26,0         26,1         

25,9   26,7         26,7         27,4         27,8         27,3         26,8         27,0         26,5         26,7         25,9         25,7         

25,7   26,1         26,2         26,6         27,2         27,6         27,0         26,7         26,4         26,3         25,8         26,0         

25,8   26,2         26,1         26,7         27,5         27,8         27,0         26,9         26,5         26,2         26,3         26,0         

26,3   26,0         26,9         27,0         27,3         27,8         26,9         26,5         26,6         26,0         26,1         25,7         

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

84,1   80,9         82,0         82,0         81,3         77,2         78,4         81,0         80,9         81,2         85,0         84,2         

84,0   81,0         81,9         82,0         80,3         80,8         81,2         81,4         83,5         81,7         86,7         85,4         

83,2   82,4         82,9         81,9         82,0         77,4         80,1         81,0         81,6         84,5         85,9         85,1         

84,0   81,8         82,7         81,7         78,4         74,1         77,7         78,1         81,3         84,2         84,9         85,1         

84,2   85,5         82,6         82,6         83,3         80,1         81,9         83,6         82,3         86,6         86,4         88,5         

WIND SPEED AVERAGE (knot)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

5,6 4,4 4,5 4,0 5,0 4,3 4,6 5,5 4,5 4,9 4,9 5,5

5,1 5,2 5,1 4,7 4,4 4,5 4,5 3,3 3,5 3,3 4,5 3,9

5,4 4,1 4,6 4,1 3,8 3,5 2,8 3,7 3,0 3,2 2,8 4,8

4,4 4,0 4,1 3,5 3,2 3,8 3,7 3,7 3,3 3,3 2,4 3,5

4,5 3,8 4,2 3,8 3,9 4,2 3,4 3,4 3,1 2,4 2,3 2,5

WIND DIRECTION AVERAGE (degree)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

60 20 20 40 310 20 20 20 10 20 40 60

20 30 20 340 40 130 120 20 50 40 230 290

110 30 80 20 30 40 40 40 40 20 60 40

45 225 225 225 225 360 45 45 CALM 225 CALM 225

225 CALM 225 225 225 225 135 135 225 CALM CALM CALM

Moth

2009

2010

2011

2012

2013

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

Moth

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

2010

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009
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Given data

Location : Blangbintang Station 

Latitude : 5,5167

Longitude :

Elevation : 21 metre

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

25,4 26,2 26,4 27,5 27,6 28,3 28,3 27,2 27,4 26,8 26,3 26,4

26,5 27,3 27,0 27,6 28,2 27,6 27,2 27,5 26,8 27,3 25,8 26,0

26,0 26,2 26,2 26,9 27,6 28,6 27,7 27,3 26,9 26,7 26,2 26,4

26,1 26,5 26,2 26,8 27,6 28,3 27,8 27,6 27,4 26,5 26,2 26,5

26,9 26,3 27,3 27,3 27,4 28,0 27,6 27,0 27,4 26,5 26,3 26,1

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

84,8 81,0 83,6 79,7 78,5 69,3 68,9 76,2 74,3 78,0 85,4 85,8

84,6 81,9 84,4 84,4 81,6 80,0 81,9 78,3 82,4 77,3 87,6 85,8

83,5 85,0 84,1 83,4 79,1 70,1 73,7 77,4 80,2 82,9 84,0 82,4

84,1 83,1 83,0 81,5 78,2 68,0 71,2 73,0 75,0 82,4 85,8 84,5

83,7 84,3 84,3 83,5 80,9 74,2 72,9 76,8 74,1 81,9 86,1 87,0

WIND SPEED AVERAGE (knot)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

5,2 4,5 4,5 4,5 4,5 4,9 4,9 5,0 4,8 4,9 4,8 5,2

4,8 5,3 5,1 4,4 4,6 5,4 4,4 4,8 4,8 5,0 4,3 4,5

5,0 4,4 4,8 4,5 5,3 5,6 4,8 5,0 4,9 4,9 4,7 4,3

4,3 4,7 4,4 4,1 5,2 5,9 5,2 5,3 5,5 4,9 5,0 5,4

4,9 5,1 4,5 4,8 4,9 5,8 5,1 5,1 5,7 4,9 4,7 4,8

WIND DIRECTION AVERAGE (degree)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

50 30 150 280 280 260 270 280 290 270 40 30

50 50 30 300 130 270 280 270 300 240 150 50

60 50 140 20 250 240 180 290 280 110 40 120

90 135 135 135 270 270 270 270 270 270 135 135

130 130 130 140 130 290 140 270 250 270 120 130

Moth

2009

2010

2011

2012

2013

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

Moth

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

2010

95,41666667

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009
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Given data

Location : Cut Nyak Dien Meulaboh station

Latitude :

Longitude :

Elevation : 3 meter

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

* 25,9 * 26,9 26,4 26,7 26,4 25,9 26,1 26,2 26. 0 26,6

26,5 27,3 27. 0 27,4 27,7 26,4 26,4 26,6 26,4 26,3 25,6 26,2

26,3 26,2 26,3 26,6 26,8 26,9 26,2 26,1 25,9 25,8 26,1 26,2

26,3 26,1 26,3 26,4 27. 0 26,3 26,1 26,5 26,3 26,3 26,3 26,5

26,9 26,3 27,5 27. 0 27,1 26,8 26,3 26,1 26,4 26,7 25,9 26,3

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

89,1 86,4 * 86,9 85,5 83,4 85,4 86,3 85,1 85,7 87,8 88,3

85,5 85,1 86,4 87,7 86,3 86,3 86,3 84,4 86,4 87,4 92,2 87,4

85,7 86,6 88,5 90,2 89,5 84. 0 26,7 87,2 86,6 88,9 88. 0 90,7

89,3 90,6 88,9 89,6 86,8 85,6 85,6 85,8 86,9 90,6 91,4 91. 0

88,2 91,6 88,6 90,2 88,7 88,8 86,6 86,4 84,1 86,6 91,5 90,2

WIND SPEED AVERAGE (knot)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

4,8 4,9 * 2,5 3,4 4,9 5,3 4,7 4,9 5,1 5,8 2,3

2,9 1,9 2. 0 0,5 1,8 1,9 2,8 2,2 0,8 0,7 1,2 1,5

4,3 5. 0 5,3 3. 0 2,7 3,5 3,7 3,7 3. 0 3. 0 3,3 3,5

3,8 3,5 3,5 3,2 3. 0 3,2 3,5 2,9 2,9 3. 0 2,6 3,1

3,5 2,9 3,4 2,7 2,7 2,3 2,4 2,7 2,6 2,8 2,4 1,9

WIND DIRECTION AVERAGE (degree)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

270 270 * 270 270 270 CALM CALM CALM CALM CALM CALM

CALM CALM CALM CALM 270 270 180 270 90 270 225 180

225 * 270 180 270 270 180 180 180 * 180 180

180 270 180 180 270 270 270 270 225 225 225 180

180 315 225 180 270 270 270 270 225 270 180 180

Moth

2009

2010

2011

2012

2013

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

Moth

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

2010

4. 25

96. 11666667

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009
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Given data

Location : Klimatologi Indrapuri Station

Latitude :

Longitude :

Elevation :

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

25,5 26. 0 25,9 27,2 27,2 28,2 28,2 27,3 27,4 26,9 26. 0 26,2

26,3 27,3 27. 0 27,3 27,7 27,2 26,9 27,3 26,7 27. 0 25,7 25,9

25,8 26. 0 25,8 26,6 27. 0 28,2 27,3 26,8 26,8 26,8 26,1 26,2

28,8 26,4 25,9 26,5 27,2 27,9 27,2 27,3 27. 0 26,1 26. 0 26,1

26,3 25,9 27,2 27. 0 27. 0 27,7 27,4 27. 0 27,1 26,3 26,1 26. 0

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

88,4 83,2 85,9 86,9 85,5 78,6 79,5 79,5 78,7 81,4 88,8 85,8

83,1 81. 0 84,5 85,2 83,3 80,9 81,9 78,3 80,9 78,6 87,8 86. 0

84,3 85,3 87,6 91,2 88,7 81,8 82,1 85,2 87,3 88,1 90,2 91. 0

91,3 90,4 89,3 88,8 87,5 74,2 76,7 77,6 77,6 86,7 89,8 88,1

87,8 88,2 87,7 89,6 89,2 85. 0 75,7 77,4 75,8 82,7 86,7 87,8

WIND SPEED AVERAGE (knot)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

1,9 1,8 0,9 1,9 1,6 3,8 5,3 5,3 2,7 2,6 2,3 3,8

3,5 4. 0 2,4 1,9 1,2 1,4 1,8 1,8 1,4 1,8 1,1 1,5

1,5 1,4 1,2 1,1 1,1 2,3 1,6 1,6 1,5 1,8 1,5 1,4

1,6 2,1 1,6 1,3 1,7 2,4 2,3 2,3 1,4 1. 0 0,9 1,6

1,4 1,7 2. 0 1,9 1,7 2,1 1,9 1,9 2,1 1,6 1,3 1,5

WIND DIRECTION AVERAGE (degree)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

360 360 180 360 180 200 200 180 180 150 160 180

120 130 360 360 120 360 360 200 330 270 300 350

calm calm calm calm calm calm calm 360 calm 360 360 180

360 360 360 360 270 180 230 360 180 360 360 180

130 130 360 320 360 360 180 230 360 360 360 180

Moth

2009

2010

2011

2012

2013

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

Moth

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

2010

5. 25

95,28333000000

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009
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Given to

Name : Maidina,S.T.

Agency : Lembaga Ilmu Pengetahuan Indonesia

Given data

Location : Halim Perdanakusuma Station

Latitude :

Longitude :

Elevation : 26 meter

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

26,5 26,5 27,1 27,7 27,6 27,9 27,7 28,6 28,5 28,2 27,6 27,5

26,9 27,3 27,8 28,6 28,1 27,4 27,4 27,5 26,6 26,8 27,5 27,3

26,9 26,7 27,5 27,7 27,4 27,6 27,3 27,4 27,9 28,6 27,9 28,0

27,0 27,2 27,7 27,4 27,7 27,6 27,4 27,5 28,2 28,5 27,4 27,5

26,6 27,4 27,8 27,9 27,6 27,8 26,8 27,7 28,2 28,5 27,6 27,4

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

82,7 83,4 80,6 81,3 80,6 77,4 69,4 66,9 73,2 73,3 77,4 81,1

82,4 84,0 81,3 77,0 81,5 82,3 78,6 78,8 83,6 82,2 79,7 77,7

82,4 84,0 81,3 77,0 81,5 82,3 78,6 78,8 83,6 82,2 79,7 77,7

82,5 81,2 76,4 81,0 78,9 76,9 71,9 69,5 68,5 73,1 82,5 81,3

84,5 80,6 79,1 81,2 82,3 79,2 81,4 74,2 72,7 73,5 77,2 80,3

WIND SPEED AVERAGE (knot)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

4,5 5,0 3,2 2,8 2,9 4,1 3,9 4,3 3,9 4,0 5,0 3,3

4,7 2,8 3,8 4,6 3,9 0,4 3,6 0,4 4,8 3,4 3,7 5,5

4,7 2,8 3,8 4,6 3,9 0,4 3,6 0,4 4,8 3,4 3,7 5,5

5,1 3,5 5,4 3,1 3,5 3,5 3,6 3,5 3,7 3,8 2,7 3,9

4,5 4,3 4,1 4,0 3,1 3,3 3,6 3,3 3,9 3,9 4,2 4,1

WIND DIRECTION AVERAGE (degree)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

240 240 99 99 30 60 60 330 60 60 240 330

270 330 330 240 60 90 60 90 360 360 240 240

270 330 330 240 60 90 60 90 360 360 240 240

240 330 240 30 330 90 60 30 330 330 300 240

240 330 240 240 240 240 60 60 180 180 180 180

2013

Year(s)

2010

06° 15’ LS

106° 54’ BT

Moth

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011

2012

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009

2009

2010

2011

2012

2013

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011
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Given data

Location : Tanjung Priuk Maritime Station

Latitude :

Longitude :

Elevation : 2 meter

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

27,2 27,1 28,4 28,8 28,6 28,8 28,4 28,5 29,3 29,6 28,7 28,5

27,6 28,1 28,7 29,6 29,2 28,4 28,3 28,7 27,9 28,0 28,5 27,8

27,3 27,6 27,9 28,5 28,8 28,6 28,6 28,2 28,7 29,3 28,8 28,5

27,8 28,3 28,3 28,7 28,9 28,8 28,3 28,3 28,9 30,0 28,9 28,5

27,3 28,4 28,9 29,0 28,8 28,8 28,5 28,5 29,3 29,5 28,9 28,2

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

80 80,9 75 75,6 76,8 74,7 69,4 70,4 67,3 69,2 74,4 76,6

81,2 80,7 77,7 73,2 75,9 78,3 76,7 73,3 78,7 77,1 75,6 77,3

80,3 79,8 76,7 75,6 75,4 73,1 74 70,2 68,9 71,1 73,8 76,9

78,6 78 76,1 76,6 74 72,6 70,8 69,6 69,2 63,8 76,5 78,1

83,4 78,4 76,3 77,5 78 76,4 78,6 71,1 70,9 70,5 72,8 78,5

WIND SPEED AVERAGE (knot)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

5,3 5,7 8,6 9=6.8 4,1 9,4 4,2 4 3,5 3,6 4,9 3,6

5,8 4 3,9 5 4 4,1 4,2 4,3 3,6 3,6 4,4 6,3

5,5 5,2 6,4 4,9 4 4,7 5,1 5,1 4,6 4,5 4,1 5,3

6,1 4,4 5,7 3,9 3,9 4,5 3,4 4,2 3,9 * 2,9 4,4

8,6 5,1 4,3 4,6 4 4,1 6,4 4,3 3,5 5 5,1 4,6

WIND DIRECTION AVERAGE (degree)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

270 270 270 CALM CALM 90 90 45 45 360 225 270

270 270 270 270 45 135 135 45 45 270 270 270

270 270 270 270 CALM CALM CALM 135 45 45 45 270

270 270 270 45 45 135 45 45 45 360 45 270

270 270 270 45 45 270 135 45 45 45 45 270

Moth

2009

2010

2011

2012

2013

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

Moth

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

2010

06° 6’ LS

106° 52’ BT

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009
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Given data

Location : Meteorolgy Kemayoran Station

Latitude :

Longitude :

Elevation : 4 meter

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

27,1 27,2 28,3 28,9 28,5 28,9 28,7 29 29,4 29,4 28,4 28,5

27,4 28,1 28,6 29,7 29,3 28,5 28,3 28,7 27,9 27,9 28,4 27,7

27,3 27,6 27,9 28,6 28,8 28,7 28,3 28,8 29 29,2 28,9 28,5

27,6 28,3 28,3 28,7 28,9 29,7 28,3 28,6 28,9 29,5 28,5 28,2

26,9 27,9 28,8 28,7 28,7 27,3 27,3 28,6 29 29,4 28,5 27,7

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

81 80,6 75,6 75,7 77,3 74,6 68,3 69,4 68,2 69,5 75,3 77,4

80,2 80,6 78,5 73,6 76,7 78,6 78,3 75,5 79 78,3 76,2 75,9

79,4 79,4 75,9 75,4 76,2 72,8 74,4 68,7 68,4 71,6 73,5 76,5

79,7 77,6 75,9 76,9 74,5 72,9 70,6 68,6 69,5 71,5 78,2 78,6

84,2 79,5 76,1 78,9 77,6 80,5 80,4 72,2 72,8 71,8 75,9 79,2

WIND SPEED AVERAGE (knot)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

5,4 5,5 4,7 4,7 4,5 4,7 4,9 4,9 4,8 5 5,2 4,7

4,6 4,6 4,7 5 4,9 4,7 4,7 4,9 4,6 5 5 5,8

5,6 5,1 6,1 5,1 4,8 5,1 5,4 5,1 5 5,1 4,8 4,6

5,1 4,5 5,7 4,9 5,2 4,9 4,6 4,9 4,5 4,6 4,5 5,5

6 5 5,7 5 3,1 2,6 2,6 3,1 3,1 2,9 3,3 3,7

WIND DIRECTION AVERAGE (degree)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

270 270 270 270 90 90 90 90 90 90 270 270

270 90 270 270 90 90 90 90 90 270 270 270

270 270 270 90 360 90 45 90 90 90 90 320

270 270 270 90 360 90 45 90 90 90 90 320

270 360 270 270 270 90 90 90 369 360 270 270

Moth

2009

2010

2011

2012

2013

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

Moth

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

2010

2011

2012

2013

Year(s)

2010

06° 09’ 36" LS

106° 52’ BT

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009

 

Given data

Location : Geofisika Yogyakarta Station

Latitude :

Longitude :

Elevation :

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

26,1 25,6 26,3 26,5 26,2 25,6 24,5 24,4 25,9 27 27,1 26,9

27,6 26,7 26,8 26,7 26,6 26,2 25,8 26,1 26,2 26,3 26,7 25,8

25,8 25,9 25,7 25,8 25,8 25,5 24,7 24,6 26,2 28,1 27,5 27,7

27,1 27,1 26 * * * * * * * 26,9 26,6

26,4 26,4 27 27,2 26,7 26,2 25,5 25,1 25,6 27,1 26,3 26

HUMIDITY AVERAGE (%)

Jan Feb March Apr May June July Augst Sept Oct Nov Dec

86,8 84,6 81,6 83,6 83,4 80,9 77,2 76,3 74,6 74,3 77,5 78,6

77,1 83,8 83,2 84,1 85,9 90,8 81,9 78,8 83,6 82,5 82,9 84,8

83,7 81,9 84,8 85,3 83,3 75,8 77,1 73,3 69,3 65,7 76,8 76,9

78,9 79,5 83,7 * * * * * * * 87,1 87,8

88 88,5 86,9 87,3 88,6 90,2 86,3 83,1 81,3 79,5 84 87,9

2010

2011

2012

2013

2011

2012

2013

Year(s)
Moth

2009

TEMPERATURE AVERAGE ˚C��� �

Year(s)
Moth

2009

2010

 

（備考：LIPI 作成資料）
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参考資料 3 インドネシアのパームオイル企業リスト 

 

KABUPATEN/KOTA DI PROPINSI RIAU  TAHUN 2013 

 

No Regency/city District Products Mill  Capacity Note 

A PEKANBARU ( 1 UNIT)           

1 PT.Budi Tani Kembang Jaya  Tenanyan Raya  CPO 1 30 K 

  JUMLAH        30   

B KAMPAR ( 36  UNIT )            

2 PT. Buana Wira Lestari I Tapung Hilir CPO 1 60 K 

3 PT. Buana Wira Lestari II Tapung Hilir CPO 1 30 K 

4 PT. Pangkalan Baru Indah Siak Hulu CPO 1 20 NK 

5 PTPN V Sungai Garo Tapung Hilir CPO 1 30 K 

6 PTPN V Sungai Galuh Tapung Hilir CPO 1 60 K 

7 PTPN V Sungai Pagar Perhentian Raja CPO 1 30 K 

8 PT. Tunggal Yunus Estate Tapung Hilir CPO 1 30 K 

9 PT. Arindo Tri Sejahtera Tapung Hilir CPO 1 60 K 

10 PT. Subur Arum Makmur Tapung Hilir CPO 1 45 K 

11 PT. Ramajaya Pramukti Tapung Hilir CPO 1 60 K 

12 PT. Sekar Bumi Alam Lestari Tapung Hilir CPO 1 60 K 

13 PT. Sewangi sawit Sejahtera Tapung Hilir CPO 1 30 NK 

14 PT. Sewangi Sejati Luhur Tambang CPO 1 30 K 

15 PT. Egasuti Nasakti Tapung CPO 1 45 K 

16 PT. Flora Wahana Tirta Kampar Kiri CPO 1 45 K 

17 PT. Ganda Buanindo Kampar Kiri           1 30 K 

18 PT. Johan Sentosa Bangkinang CPO 1 60 K 

19 PT. Adimulyo Agro Lestari Kampar Kiri CPO 1 40 K 

20 PT. Mustika Agro Sari Kampar Kiri CPO 1 60 K 

21 PT. Padasa III/ XIII Koto Kampar XIII Koto Kampar CPO 1 60 K 

22 PT. Peputra Masterindo Bangkinang CPO 1 45 K 

23 PT. Ciliandra Perkasa Bangkinang CPO 1 45 K 

24 PT.Tasma Puja Kampar  CPO 1 30 K 

25 PT. Riau Kampar Sahabat Sejati Tapung Hilir CPO 1 45 NK 

26 PT. Bina Fitri Jaya Kt.Garo/Tapung hilir CPO 1 30 K 



144 

 

No Regency/city District Products Mill  Capacity Note 

27 PT. Aderson Yunido Petapahan, Tapung CPO 1 40 NK 

28 PT. Bumi Mentari Karya 

Pantai Cermin, 

Tapung CPO 1 40 NK 

29 PT. Persada Agro Lestari Mdr Sikijang, Tapung Hilir CPO 1 45 NK 

30 PT. Ocu Mandiri Palma Oil S.Pagar, Kampar Kr.H CPO 1 30 NK 

31 PT. Bangun Tenera Riau Pantai Raja, Siak Hulu CPO 1 25 NK 

32 PT. Inti Karya Plasma Perkasa Tg.Pauh, Kampar Kiri CPO 1 45 K 

33 PT. Angso Duo Sawit P. Cermin, Tapung CPO 1 30 K 

34 PT. Bina Sawit Nusantara Penghidupan,Kampar CPO 1 15 K 

35 PT. Multi Agro Sentosa Sk. Ramai, Tapung  CPO 1 30 K 

36 

PT. Swastisidi Amagra/Pangkalan 

Baru Indah Bina Baru Siak Hulu CPO 1 45 NK 

37 PTPN. V Terantam Tapung CPO 1 60 K 

  JUMLAH        1.485   

C ROKAN HULU (27 Unit)           

38 PT. Dapenbun Investama  Tambusai, Talikumain  CPO 1 30 NK 

39 PT. Kencana Persada Nusantara  

Tambusai, Batang 

Kumu CPO 1 45 NK 

40 PT. Karya Perdana  

Tambusai, Tambusai 

Timur  CPO 1 30 K 

41 PT. Torganda Batang Kumu 

Tambusai, Tambusai 

Timur  CPO 1 30 K 

42 PT. Eka Dura Indonesia Kunto Darusalam CPO 1 60 K 

43 PT. Perdana Inti Sawit Perkasa  Kepenuhan CPO 1 60 K 

44 PT. Eluan Mahkota Kepenuhan Hulu  CPO 1 90 K 

45 PT. Hutahean I Tambusai CPO 1 60 K 

46 PT. Hutahean II Bonai Darusalam CPO 1 30 K 

47 PT. Torganda Tambusai Utara  CPO 1 60 K 

48 PT. Rohul Sawit Industri Ujung Batu  CPO 1 45 NK 

49 PT. Merangkai Artha Nusantara  Tambusai Utara  CPO 1 30 NK 

50 PT. Indomakmur Sawit Berjaya 

Rambah Hilir,Surau 

tinggi   CPO 1 45 NK 

51 PT. sawit Asahan Indah Ujung Batu CPO 1 45 K 

52 PT. Panca Surya Agrindo Kepenuhan,Barat  CPO 1 90 K 
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No Regency/city District Products Mill  Capacity Note 

53 PT. Sumberjaya Indah Nusa Coy Kunto Darusalam CPO 1 30 K 

54 PT. Fortius Agro Asia Kabun, Aliantan CPO 1 60 NK 

55 PT. Nagamas Agro Mulya  Tambusai Utara  CPO 1 30 NK  

56 PT. Arya Rama Prakasa 

Tambusai Utara, 

Rantau sakti   CPO 1 30 NK 

57 PTP V Sei Rokan  P. Tapah Darussalam  CPO 1 60 K 

58 PTP V Sei Intan  P. Tapah Darussalam  CPO 1 30 K 

59 PT. Sumber Alam Makmur Sentosa  Kunto Darusalam CPO 1 30 K 

60 PT. Andika Permata Sawit  

Bonai Darusalam, 

Sontang  CPO 1 30 K  

61 PT. Padasa Kalsa Kabun, Kabun  CPO 1 60 K  

62 PT. Padasa Kalda  Kabun,Aliantan  CPO 1 90 K 

63 PTPN V Sei Tapung Tandun, Tapung  CPO 1 60 K 

64 PT. Subur Arum Makmur  Kunto Darusalam CPO 1 45 K 

  JUMLAH        1.305   

D PELALAWAN (22 Unit)           

65 PT. Serikat Putra I Bandar Petalangan  CPO 1 75 K 

66 PT. Sari Lembar Subur I  ukui CPO 1 60 K 

67 PT. Sari Lembar Subur II ukui CPO 1 30 K 

68 PT. Inti Indosawit Ukui I Ukui CPO 1 60 K 

69 PT. Inti Indosawit Ukui II Ukui CPO 1 30 K 

70 PT. Musim Mas I Pankalan Kuras  CPO 1 90 K 

71 PT. Musim Mas II Pangkalan Lesung  CPO 1 60 K 

72 PT. Adei Plantations Bunut  CPO 1 45 K 

73 PT. Surya Bratasena Pangkalan Kuras  CPO 1 30 K 

74 PT. Gandaerah Hendana Ukui CPO 1 30 K 

75 PT. Sinar Siak Dian Permai Langgam CPO 1 45 K 

76 PT. MultiPalma Sejahtera PangkalanKerinci  CPO 1 45 K 

77 PT. Sinar Agro Raya Pangkalan Kerinci CPO 1 45 NK 

78 PT.Jalur Mahkota Pangkalan Kerinci  CPO 1 10 NK 

79 PT. Mitra Unggul Pusaka Langgam  CPO 1 30 NK 

80 PT. Multi Gambut Industri Kuala Lumpur CPO 1 30 NK 

81 PT.Sumber Sawit Sejahtera Pangkalan Kuras  CPO 1 40 K 

82 PT. Makmur Andalan Sawit  Pangkalan Lesung  CPO 1 45 NK 
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No Regency/city District Products Mill  Capacity Note 

83 PT. Mekar Sari Alam Lestari   CPO 1 60   

84 PT. Cakra Alam Sejati   CPO 1 45   

85 PT. Sawit Mas Nusantara    CPO 1 60   

86 PT. Guna Setia Pratama    CPO 1 45   

  JUMLAH        1010   

E INDRAGIRI HULU ( 14 UNIT)           

87 PT. Indriplant Peranap CPO 1 30 K 

88 PT. Tunggal Perkasa Plantations Pasir Penyu CPO 1 60 K 

89 PT. Inecda Plantations Siberida CPO 1 30 K 

90 PT. Kencana Amal Tani Siberida CPO 1 45 K 

91 PT. Sugih Indah Perista Siberida CPO 1 30 NK 

92 PT. Regunas Agri Utama Peranap CPO 1 30 K 

93 PT. Meganusa Inti Sawit Siberida CPO 1 30 K 

94 PT. Banyu Bening Utama Kuala Cinaku  CPO 1 60 K 

95 PT. Inti Indo Sawit Ukui II Lubuk Batu Jaya CPO 1 30 K 

96 PT. Nikmat Halona Reksa Siberida CPO 1 45 K 

97 PT. Talang Jerinjing Palm Oil Mill Rengat Barat CPO 1 30 K 

98 PT. Buana Wira Lestari Mas Rakit Kulim CPO 1 60 K 

99 PT. Mitra Agung Swadaya  Kelayang  CPO 1 30 NK 

100 PT. Sumber Kencana Indo Palma  Batang Gansal  CPO 1 30 K 

  JUMLAH        540   

F KUANTAN SINGINGI ( 16 UNIT )           

101 PT. Duta Palma Nusantara 

Benia/Kuantan 

Tengah CPO 1 45 K 

102 PT. Cerenti Subur cerenti CPO 1 45 K 

103 PT. Wanajingga Timur Kuantan Hilir CPO 1 30 K 

104 PT. Surya Agrolika Reksa Singingi Hilir CPO 1 60 K 

105 PT. Wanasari Nusantara Logas Tanah Datar CPO 1 45 rsk 

106 PT. Citra Riau Sarana I Logas Tanah Datar CPO 1 30 K 

107 PT. Citra Riau Sarana II Logas Tanah Datar CPO 1 30 K 

108 PT. Tri Bhakti Sarimas Kuantan Mudik CPO 1 45 K 

109 PT. Kebun Pantai Raja Singingi CPO 1 45 K 

110 PT. Asia Sawit Makmur Kuantan Tengah CPO 1 45 K 

111 PT. Manunggal Muara Salim Singingi CPO 1 45 K 
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No Regency/city District Products Mill  Capacity Note 

112 PT.Citra Riau Sarana  logas Tanah Darat CPO 1 30 K 

113 Pt. Tamora Agro Lestari  Desa Serosah  CPO 1 30 NK 

114 PT. Inti Indosawit Subur  Singingi Hilir  CPO 1 45 K 

115 PT. Surya Agrolika Reksa  Singingi Hilir  CPO 1 30 K  

116 PT. Usaha Kita Makmur  Kuantan Tengah  CPO 1 30 K 

  JUMLAH        630   

G INDRAGIRI HILIR  (12 Unit)           

117 PT. Bumi Palma Lestari Psd Tempuling  CPO 1 30 K 

118 PT. Bumi Reksa Nusa Sejati Plangiran CPO 1 45 K 

119 PT. Bumi Reksa Nusa Sejati Plangiran CPO 1 45 K 

120 PT. Multi Gambut I (Pulai) Kateman CPO 1 120 K 

121 PT. Multi Gambut II (Suntai) Kateman CPO 1 10 K 

122 PT. Multi Gambut  Pelangiran CPO 1 45 K 

123 PT. Multi Gambut  Pelangiran CPO 1 45 K 

124 PT. Multi Gambut  Pelangiran   1 45 K 

125 PT. Agro Sarimas Indonesia Kempas CPO 1 45 K 

126 PT. Guntung Idaman Nusa Plangiran CPO 1 30 K 

127 PT. Citra Palma Kencana  Gaung Anak Serka  CPO 1 30 K 

128 PT. Bumi Orion Sawit Sukses    CPO 1 60 K 

  JUMLAH        550   

H BENGKALIS (10 Unit)           

129 PT. Adei Plantations Pinggir CPO 1 45 K 

130 PT. Liat Adidaya Perdana Pinggir CPO 1 45 NK 

131 PT. Sebanga Multi Sawit Pinggir CPO 1 10 NK 

132 Pt. Pelita Agung Agro Industri Mandau CPO 1 60 NK 

133 PT. Tengganau Mandiri Lestari Pinggir CPO 1 10 NK 

134 PT. Intan Sejati Andalan Mandau CPO 1 45 NK 

135 PT. Murini Sam-sam Pinggir CPO 1 90 K 

136 PT. Murini Wood Indah Industri Mandau CPO 1 45 K 

137 PT. Sibaya Multi Sawit Mandau CPO 1 45 K 

138 PT. Mustika Agung Sawit Sejahtera Pinggir CPO 1 30 K 

  JUMLAH        425   

I SIAK (19 Unit)           

139 PTPN V Sei Buatan Dayun CPO 1 60 K 
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No Regency/city District Products Mill  Capacity Note 

140 PTPN Lubuk Dalam Lubuk Dalam CPO 1 60 K 

141 PT. Ivomas Tunggal  U Tanjung Kandis CPO 1 60 K 

142 PT. Ivomas Tunggal Libo Kandis CPO 1 60 K 

143 PT. Ivomas Tunggal Sam-Sam Kandis CPO 1 60 K 

144 PT. Murini Sam-Sam Kandis CPO 1 30 K 

145 PT. Aneka Inti Persada Tualang Perawang CPO 1 30 K 

146 PT. Swasti Sidi Amagra (SSA) Kandis CPO 1 45 NK 

147 PT. Mulya Unggul Lestari Kandis CPO 1 45 NK 

148 PT. Kimia Tirta Utama Kuala Gasib CPO 1 30 K 

149 PT. Meridan Sejati Surya Tualang Perawang CPO 1 45 K 

150 PT. Siak Sinar Sakti  Gasib CPO 1 60 NK 

151 PT. Era Sawit Indah Tualang Perawang CPO 1 40 NK 

152 PT. Fetty Mina Jaya Minas CPO 1 30 NK 

153 PT. Aek Nitio Group Minas CPO 1 30 NK 

154 PT. Siak Prima Nusalima  Dayun  CPO 1 30 K 

155 PT. Bertlian Inti Mekar  Dayun  CPO 1 30 NK 

156 PT. Kamparindo Agro Industri    CPO 1 45   

157 PT. Teguh Karsa Wana Lestari    CPO 1 45   

  JUMLAH        835   

J ROKAN HILIR (23 Unit)           

158 PTPN V Tg. Medang Bagan Sinembah CPO 1 30 K 

159 PTPN V Bagan Sinembah Bagan Sinembah CPO 1 60 K 

160 PT. Gunung Mas Raya Sei Bangko Bagan Sinembah CPO 1 60 K 

161 PT. Tunggal Mitra Plantations Tanah Putih CPO 1 45 K 

162 PT. Salim Ivomas Pratama Sei Dua Bagan Sinembah CPO 1 45 K 

163 

PT. Salim Ivomas Pratama Sei 

Balam Bagan Sinembah CPO 1 45 K 

164 

PT. Salim Ivomas Pratama 

Kayangan Bagan Sinembah CPO 1 60 K 

165 PT. Geliga Bagan Riau Bagan Sinembah CPO 1 30 NK 

166 PT. Sawita Ledong Jaya Bagan Sinembah CPO 1 45 NK 

167 PT. Dharma Wungu Guna Bagan Sinembah CPO 1 30 NK 

168 PT. Sinar Perdana Caraka Bagan Sinembah CPO 1 90 NK 

169 PT. Dwi Mitra Daya Riau Bagan Sinembah CPO 1 30 NK 
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No Regency/city District Products Mill  Capacity Note 

170 PT.Sawit Riau Makmur  Tanah Putih CPO 1 30 NK 

171 PT. Bahana Nusa Interindo Tanah Putih CPO 1 30 NK 

172 PT. Simpang Kanan Lestarindo Simpang Kanan CPO 1 30 NK 

173 PT. Musim Mas Bagan Sinembah CPO 1 45 NK 

174 PT. Alur Damai (Lahan Tani Sakti) Pujud CPO 1 15 K 

175 PT. Hasil Karya Bumi Sejati Pujud CPO 1 45 K 

176 PT. HES Agro Lestari Kubu CPO 1 30 NK 

177 

PT. Ivomas Tunggal I/Ujung 

Tanjung Ujung Tanjung CPO 1 60 K 

178 PT. Jatim Jaya Perkasa Kubu CPO 1 45 K 

179 PT. Karyabadi Samasejati  Pujut  CPO 1 60 K 

180 PT. Cipta Agro Sejati    CPO 1 30   

  JUMLAH        990   

K KOTA DUMAI ( 2 UNIT )           

181 PT.Meridan Sejati Surya Plantation  Sungai Sembilan  CPO 1 45 K 

182 PT. Murni Sam-Sam Pelintung Damai CPO 1 60 K 

  JUMLAH        105   

              

Jumlah 

total 

kapasitas :         7.905   

（出典：LIPI 取りまとめ） 
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